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第 1 章  序論 
1.1 研究背景と目的 
 
 近年のリサイクル法の施行に伴い，建設廃棄物や建設発生土は有用な資源として再利用が求め
られている 1)．建設発生土の約 9 割は公共工事から発生しており，建設発生土の場外搬出量は約 2
億 8000 万 m3（平成 12 年度調査より引用）である．設発生土の搬出先は図 1.1に示すように工事
間利用が約 3 割，内陸地受入が約 6 割となっている．建設発生土の有効利用率は建設リサイクル
推進計画 2002 により表 1.1に示す利用目標が定められている．しかし，現状では建設発生土の再
利用率は 7 割以下であり，残りの 3 割に相当する量の新材を購入している．この結果，首都圏を
中心として大量の建設発生土が放置されることにより自然環境・生活環境に影響を及ぼし，新材
採取を行うことで自然環境に影響を及ぼしている 2)． 
 
 
 
 
 
目　標　指　標 平成17年度 平成22年度＜参考＞
建設発生土の有効利用率 75％　（62.9％） 90%
 
 
表 1.1 発生土の目標 2) 
図 1.1 指定処分した工事の建設発生土の搬出先 2） 
注１） （ ）内は，平成 17 年度実績値 
注２） 発生土の有効利用率＝ 
（土砂利利用量のうち土質改良を含む建設発生土利用量）/土砂利用量
ただし，利用料は現場ない利用を含む 
注３） 対象は，公共工事と民間工事 
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建設発生土の再利用率に影響を与える要因として 1)発生土の強度・剛性の不足，2)有害重金属
による地盤汚染等が挙げられる．建設発生土は，表 1.2 に示すような発生土利用基準 3) により土
質特性に応じて分類され利用用途等が示されている．建設発生土の再利用基準では一軸圧縮強度
qu=50kN/㎡以上と定められており，この基準を下回る建設発生土は産業廃棄物（汚泥）として取
り扱われる．建設発生土を円滑に再利用するためには基準に応じた強度・剛性が必要であり，図
1.2 に示すように建設発生土の大半は第 2 種建設発生土以下に分類される粘性土などの軟弱土で
あり，基準に応じた強度や剛性を有しない．大半が産業廃棄物として最終処分場に搬出され，再
利用を低下させる原因となる．また，工場跡地での発生土は，過去の有害物質の不適切な取り扱
いにより地盤が汚染されている恐れがある．また，近年では，自然的原因により有害な重金属類
が地盤に含まれている事例も報告されている 4）． 
 
 
図 1.2 内陸地に搬出されている建設発生土の土質区分 2） 
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表 1.2 発生土の土質区分基準 3) 
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大量の建設発生土を再利用するために，必要な強度・剛性を得る工法として，セメントや消石 
灰（水酸化カルシウム Ca（OH)2）などの固化材を建設発生土に混合する土質安定処理工法が採用
される場合が多い．土質安定処理工法は，固化材を混合した際の化学反応を利用して土の工学的
性質を改善するものであり，構造物基礎の安定確保や沈下抑制を目的として古くから用いられて
きた．しかし，固化材としてセメントを混合した処理土からは六価クロムの溶出のおそれがあり，
留意する必要である 5)．一方，消石灰は六価クロムなどの汚染物質の溶出の恐れはないが，セメ
ントに比べるとコストが高い欠点がある． 
本研究では，カーバイド CaC2 からアセチレンガス C2H2 を生成する過程で発生するカーバイド
滓（Spent Carbide；本論文では SC と略称する）を固化材として用いた土質安定処理工法による土
の強度・剛性の向上効果および，重金属類の不溶化効果を検証する．SC の主成分は，次式に示す
生産過程から分かるように水酸化カルシウムCa(OH)2である．SCの主成分は消石灰と同じなので，
汚染物質の溶出がなく環境負荷の小さい固化材である。また，SC はリサイクル材なので，市販の
消石灰よりも安価な利点がある． 
 
CaC2+2H2O→Ca(OH)2+C2H2               （1.1） 
 
本論文の目的は，1）SC を混合することによる地盤の強度・剛性の向上効果を明確にし，その
有効性を示す．2)ＳＣを有害重金属汚染土壌（Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn）に対して使用した場合
の有効性と不溶化処理土の溶出特性を明らかにすることである．1)では，固化材の効果を比較す
るために，セメント，消石灰，SC を混合した改良土の多数の力学試験を行なった結果を示す．次
に，SC の改良効果が十分に発揮される条件を明らかにするために，SC 混合後の養生条件・土質・
含水比の，強度・剛性への影響を調べる．次に，SC 改良土を実際に使用する際の留意点をまとめ
る．2）では，重金属類の溶出特性は，土の種類により異なることが予想されるため，砂質土から
粘性土までの広範囲の土を対象に実験を行った．また，室内試験に加えて実際に焼却灰・Sb・Cr6+
に汚染された土壌による分析例を通じて不溶化の有効性を明らかにする．さらに，不溶化処理さ
れた汚染土は，土壌環境条件（pH の変化）に反応して再溶出する可能性があるため，広い pH の
領域で溶出特性の実験を行い，溶解度理論に基づく不溶化の機構を提案する． 
 
1.2 従来の対策工法と研究 
 
 建設発生土の再利用を図る手法として，1）気泡とセメントモルタル，建設発生土を混合する気
泡混合軽量土工法，2）短繊維と建設発生土を混合する繊維混合土工法，3）透水性の袋に建設発
生土を詰める袋詰め脱水工法などがあり，軟弱な土砂は要求に応じて多岐にわたる再利用方法を
選択できる 6)．しかし，これらの工法は相応のコストを要するため，大規模な埋立てや盛土のよ
うに大量の建設発生土を一度に再利用したい場合には適用が困難である． 
梶原ら 7，8）はヘドロや火山灰質の軟弱土に SC を混合することにより強度増加や遮水の効果が
得られることを示している．梶原らの報告を最後に，昭和 50 年代以降は SC に関する研究報告が
なされていないので，固化材としての SC の位置づけや安定処理効果が不明瞭である． 
日本における，汚染土壌の対策としては，良質土との置換工法が一般的であるが，汚染土を産
業廃棄物として場外に搬出処理しなければならないという問題がある．原位置での固化・不溶化
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工法は，土壌中の汚染物質の地下水への溶解や大気中への拡散の防止のために行われる．不溶化
工法は，汚染土壌にセメントなどを混入して物理化学的に安定化する固化処理と，汚染土壌に薬
剤を混入して汚染物質を難溶性の物質に変えて安定化させる化学的不溶化処理に分けられる．固
化処理にはセメント系固化材，不溶化処理には硫酸処理剤,硫酸鉄などの薬剤による還元処理が一
般的に用いられる 9)．固化処理・不溶化処理ともに安定処理材を汚染土壌に現地混合するだけな
ので大規模な設備投資も必要なく経済的で簡便な対策工法である． 
しかし, 不溶化処理は開発途上段階の技術であることと，安定処理材料，土質，重金属の種類
などの要因の影響も不明確であることから，処理の効果は明らかでない．また，不溶化処理土は
酸性雨や風化などの自然界の種々の負荷を受けることが多いため，不溶化処理土の評価は様々な
負荷試験で長期的な評価を行うことが望ましい．たとえば，秦ら 10) は六価クロム汚染土をアルカ
リ性固化材で不溶化処理した場合の長期的安定性を評価するため，CO2 を添加して土壌を中性化
することによる影響を調べ，長期的な土壌の中性化に伴って再溶出の可能性を示している．また，
山田ら 11) はセメント添加により土壌中の重金属の溶出量が低減されるが，Pb は添加に伴う pH の
上昇により溶出量が多くなることを指摘している． 
 
1.3 本論文の構成 
 
本論文ではカーバイド CaC2 からアセチレンガス C2H2 を生成する過程で発生するカーバイド滓
（Spent Carbide；本論文では SC と略称する）を固化材として用いる土質安定処理工法による土の
強度・剛性の向上効果および，重金属類の不溶化効果を検証することを目指す． 
本論文は 10 章により構成されており 3 章-5 章では 1）SC を混合することによる地盤の強度・
剛性の向上効果を明確にし，その有効性を示す．6 章-8 章では 2)ＳＣを有害重金属汚染土壌（Pb，
Al，Cd，Cu，Cr，Zn）に対して使用した場合の有効性と不溶化処理土の溶出特性を明らかにする．
9 章では，以上の結果をもとに SC による固化・不溶化処理工法の設計指針を示した．  
本論文の構成を以下に示す． 
第 1 章 序論 
第 2 章 土質安定処理の概要 
第 3 章 改良土の力学特性 
第 4 章 SC の改良効果に影響を及ぼす要因 
第 5 章 建設発生土の改良土としての利用 
第 6 章 重金属の不溶化 
第 7 章 実際の汚染土の不溶化への適応 
第 8章 不溶化特性の分析 
第 9章 カーバイド滓による固化・不溶化処理工法 
第 10 章 結論 
第 1 章では，建設発生土の現状と課題を明確にするとともに，発生土を再利用する上での従来
の対策工法と研究を示している． 
第 2 章では，本研究が対象としているカーバイド滓の土質安定処理工法における位置づけを明
確にし，カーバイド滓の特徴を明らかにしている 
第 3 章では，土質や固化材の違いによる改良土の力学特性について考察している．改良土の強
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度・剛性に影響を与える要因として，1）土質，2）固化材の配合量，3) 安定処理後の環境（温度，
水分，圧力），4）養生期間、が挙げられる．本章では，安定処理後の環境を一定として，土質を
砂質土，粘性土の 2 種類とし，セメント，消石灰，SC の配合量を変えて効果を検討した結果を示
す． 
第 4 章では，ＳＣ改良土が強度・剛性に影響を及ぼす要因について考察している．SC による土
質安定処理は，建設発生土と SC の化学反応を利用して安定化する手法であるため，発生土の状
態によって改良効果が大きく異なる可能性がある。改良効果に影響する要因として，1）養生温度，
2）建設発生土の含水比，3）土壌成分の影響について検証した結果を示す． 
第 5 章では，ＳＣ改良土の施工事例を紹介する．ストックヤードを経由した SC 改良土の利用
を通してＳＣ改良土を実際に使用する際の留意点をまとめる． 
第 6 章では，ＳＣを有害重金属汚染土壌（Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn）に対して使用した場合の
重金属の不溶化特性を検証した．ＳＣよる不溶化処理の効果として第一には OH- とのイオン交換
反応を利用して難溶性の水酸化物塩を形成させることである．第二には，長期的な相互作用の結
果として Ca2+と粘土鉱物とが固化・団粒化を起こし，土壌環境条件（pH の変化）の変化や風化に
よる影響を軽減する効果と考えられる． 
第 7 章では，実際の汚染土の不溶化への適応を紹介する．焼却灰，アンチモン，六価クロムな
どの実際に汚染された土におけるＳＣの不溶化効果を検証した． 
第 8 章では，ＳＣ改良土の不溶化特性を溶解度理論に基づいて検証する．一般に，多くの重金
属は酸性側で溶解度が高く，アルカリ側では水酸化物の沈殿を形成するために溶解度は低い．し
かし，Sb のような両性元素は高アルカリで錯イオン（たとえば[Sb(OH)4]− ）を形成して溶解しや
すい形をとる場合がある．そのため，汚染土周辺の pH の条件が異なれば再溶出する点に留意が
必要となる．そこで，処理土に対して，pH 変動試験を行い，pH の違いによる溶出特性の変化を
検討した． 
第 9 章では，建設発生土の再利用および土壌汚染対策工法としての SC の固化・不溶化処理工
法の位置付けを明確にし，第 2 章から第 8 章で得られた固化処理効果，不溶化処理効果，室内配
合試験，添加量について整理することで，SC による固化・不溶化処理工法の設計指針を示した．  
第 10 章では，本研究による成果を総括している． 
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第 2 章 土質安定処理の概要 
 
2.1 概説 
 
土質安定処理工法は，土に固化材を添加することで起こる化学反応を利用して土の工学的性質
を改善する工法であり，構造物基礎の安定性向上や沈下抑制を目的として古くから用いられてき
た．近年では，多種の固化材が開発され固化材の種類・特徴も多岐にわたる．使用する固化材を
決定するためには，1)固化材の特徴，2)土質との適応性，3)経済性を把握する必要ある．本章で
は，土質安定処理工法における SC の位置づけと特徴を明確にする． 
 
2.2 セメント系と消石灰系の固化材 
 
土に混合する固化材は，セメント系と消石灰系に大別される。それぞれが表 2.1 に示すような
特徴をもち，安定処理の対象となる土質や使用条件に応じて選定される． 
図 2.1 に示すように，セメントと消石灰による化学反応過程は異なる．セメント系の固化材で
は，セメントと土に含まれる水分の水和反応により生成された C-S-H（ケイ酸石灰水和物）ゲル
により土粒子が結合することで土の強度が増加する 1）．セメント改良土の強度増加は，この水和
反応による固化が大部分であるが，セメントの水和反応によって生じる水酸化カルシウムCa(OH)2
と粘土との間で，2 次的な反応として Ca2+の吸着，イオン交換，ポゾラン反応が起こることによ
る長期的な強度増加もある 2）．セメント協会では火山灰質粘性土を対象としたセメント系固化材
を用いた長期安定性を検討しており材令 2年までは強度増加が確認されている 3）． 
 
 
 
 
 
は小さい
粘土分が少ない場合、安定処理の効果
けると親水性の低下
養生温度・凍結融解の影響を大きく受砂質土粘土粒子の物理的・化学的性質の改善
するシルト質土る土粒子の固結および間隙の充填
改良効果が発揮されるまで長期間を要粘性土粘土と消石灰の間でのポゾラン反応によ
消石灰系
ックが発生する
乾燥収縮により、リフレクションクラ
が阻害されると親水性の低下
有機質土の場合、セメントの水和反応粘性土粘土粒子の物理的・化学的性質の改善
土との混合が困難であるシルト質土固結および間隙の充填
粘性土の場合、経済的な処理および砂質土セメントの水和反応過程での土粒子の
セメント系
安定処理における問題点適用土質安定処理のメカニズム固化材の種類
表2.1 固化材の種類と特徴10),11),12)
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消石灰を固化材として利用した事例は古く，ギリシャ時代において城壁の間詰めに用いられて
いる 4)．古代ローマ時代に建造されたローマンロードでは，石灰による安定処理が路盤に用いら
れた．その後，1950 年前後にアメリカで道路，滑走路に利用され，舗装道路などの普及に伴い世
界的に用いられた 5)． 
本論文で用いる消石灰及びＳＣの主成分は水酸化カルシウム Ca(OH)2 であり，土との反応が土
の工学的性質の改善に大きく働く．また，乾燥した消石灰は強い吸水性を持っており，土中の間
隙水を大量に吸水・保持する．Ca(OH)2 は土中で次式のように解離し，カルシウムイオン Ca2+と
水酸化物イオン OH-が生成される． 
 
Ca(OH)2→ Ca2+ + 2OH-                （2.1） 
 
石灰による安定処理の機構については古くから研究されており有泉昌は，既存の文献を参考に
して後述に示すように概説した 6)．石灰の反応の主要な役割として，土壌中の粘土鉱物が起因す
ることを概説している．粒子の細かい土，特にコロイドの表面はマイナスに荷電されているため，
個々の土粒子は互いに反発して浮遊している．Ca2+が加わると土粒子間に挟まれて引き合う状態と
なる．この現象を粘土粒子の凝集・団粒化と称する．その後，Ca2+は粘土表面に吸着されて粘土
内の K+，Na+などのイオン化しやすい元素とイオン交換反応を行う．この反応を利用する例とし
て，畑の耕耘性の改善や地すべり防止対策工がある．土粒子内に Ca(OH)2 が混合された時点で吸
着，イオン交換の反応は短時間で終了し，ポゾラン反応へ移行する．粘土を構成している二酸化
ケイ素(SiO2)，酸化アルミニウムが（Al2O3）は Ca(OH)2 の混合により高アルカリ域で溶解し，そ
れらが Ca2+と反応してケイ酸カルシウム水和物，アルミン酸カルシウム水和物，ケイ酸カルシウ
ムアルミネート水和物を生成する．この反応をポゾラン反応と呼び，長期的な強度増加につなが
る．松尾新一郎らは，石灰における長期安定性についても評価しており，2 年以上の長期に亘っ
て強度増加が促進することを示している 7)． 
ポゾラン反応硬化など
原地盤の土の強さ
土中の間隙水の吸水など
による土質性状の改善
短期 長期
添加混合後の経過時間
(a) 消石灰の添加混合
土
の
強
さ
土
の
強
さ
ポゾラン反応硬化など
原地盤の土の強さ
土中の間隙水の吸水など
による土質性状の改善
短期 長期
添加混合後の経過時間
(b) セメントの添加混合
土
の
強
さ
セメントの水和反応硬化
土
の
強
さ
図2.1 消石灰およびセメントの添加混合による地盤改良の強度発現 2) 
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2.3 カーバイド滓（SC） 
 
SC はカーバイド CaC2からアセチレンガス C2H2を生成する過程で発生する残滓であり，大部分
は野済みのままで放置されている．前述のように，SC の主成分は水酸化カルシウム Ca(OH)2であ
り，SCを消石灰の代用品として再利用することは環境面で有意義といえる．表 2.2に示すように，
一般的な SC は消石灰に比べて 30％程度安価で購入できる 8)．本論文で使用した SC とセメント，
消石灰の成分を表 2.3 に示す．SC の主成分は Ca であり，重金属などの有害成分の混入はなく，
成分的には消石灰と同等の品質をもつ．SC による安定処理工法と従来工法の比較表を表 2.4に示
す．実際の施工費で比較しても経済的な工法と言える． 
 
 
¥19,000消石灰
¥13,500S C
材料単価（円/ｔ）固 化 材
 
 
 
0.1不溶残分insol
1.7強熱減量Igloss
2三酸化硫黄SO3
1.4酸化マグネシウムMgO
2.8酸化第二鉄Fe2O3
5.1酸化アルミニウムAl2O3
21二酸化ケイ素SiO2
64.1酸化カルシウムCaO
分析結果
（wt%)項目
24.94強熱減量Igloss
1.05二酸化炭素CO2
0.7酸化マグネシウムMgO
0.043鉄Fe
0.06酸化アルミニウムAl2O3
0.18二酸化ケイ素SiO2
73.55酸化カルシウムCaO
分析結果
（wt%)項目
0.01リンP
0.05チタンTi
0.07ストロンチウムSr
0.12ナトリウムNa
0.18硫黄Si
5.9炭素C
0.42マグネシウムMg
0.26鉄Fe
2.5アルミニウムAl
2.4ケイ素Si
85カルシウムCa
分析結果
（wt%)項目
(a) セメント (b) 消石灰 (c) ＳＣ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表2.2 固化材の流通単価 8) 
表2.3 固化材の成分表 
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新技術 従来技術 従来技術
SC工法 消石灰を用いた土質安定処理工法 セメント系土質安定処理工法
工法概要
安定処理材としてスペント・カーバイド
使用する地盤改良法である。
従来の各種改良機による施工が可能
である。多種の土質や状況に応じた地
盤改良が可能である。
一般的に粘土地盤に有効で、砂地盤
には不向きである。従来の各種改良
機による施工が可能である。
セメント系固化材を用いて地盤改良を
行う。
強度の発現が比較的早い。
概略図
経済性 2460（円/m3)(100kg/m3添加) 2860（円/m3)(100kg/m3添加) 1350～6000（円/m3)
評価 ◎ △ ○
工程・工期 一日当りの改良土量：V=80～300ｍ3／日
一日当りの改良土量：
V=80～300ｍ3／日
一日当りの改良土量：
V=80～300ｍ3/日
評価 ◎ ◎ ◎
品質 （粘・砂）qu=100kN／m2以上（腐食土）qu=100～400ｋN／m2
　一般に砂質土での強度の増加が望
めない （粘・砂）qu=100kN／m2以上
評価 ◎ △ ◎
出来形 構造物基礎、路床、遮水壁、盛土 構造物基礎、路床、遮水壁、盛土 構造物基礎、路床、遮水壁、盛土
評価 ◎ ◎ ◎
現場条件 土質による制限はない 砂質土は不向き 土質による制限はないが、一般に有機質土には不向き
評価 ◎ △ ◎
設計条件 改良深度0.3～3.0ｍ程度 改良深度0.3～3.0ｍ程度 改良深度0.3～3.0ｍ程度
評価 ◎ ◎ ◎
粉塵 防塵型を使用すれば、粉塵の飛散が少ない 粉塵の飛散による危険性がある 粉塵の飛散による危険性がある
評価 ○ △ △
発熱 水酸化カルシウムによる化学反応であるため発熱による危険性は無い
水酸化カルシウムによる化学反応で
あるため発熱による危険性は無い
発熱は養生中の水和反応熱であり人
体への危険性は無い
評価 ◎ ◎ ○
六価クロム 石灰系の材料であるため、六価クロムを含有しない。
石灰系の材料であるため、六価クロム
を含有しない。
材料に六価クロムが含有するため溶
出試験が必須
評価 ◎ ◎ △
ＮＥＴＩＳ番号
備考 SC粉体型、大阪単価、フレコン 大阪単価、フレコン
総合評価 ◎ ○ ○
 
表2.4 従来工法の比較表 8) 
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セメントで安定処理した改良土と，SC で安定処理した改良土を走査型電子顕微鏡で撮影した画
像を写真 2.1，2.2に示す．セメント改良土では水和反応後の針状構造の生成が見られ，エトリン
ガイトの生成が進むことで強度剛性が向上にしている．水和反応初期は十分な硫酸塩が存在する
ので，高硫酸型のエトリンガイトが生成される．エトリンガイトは，セメントの主要水和反応物
であるケイ酸カルシウム水和物がセメント粒子の表面に外部水和物あるいは内部水和物としてト
ポケミカル的に生成するのと対照的に，間隙水中で生成する 1), 9)．一方，SC 改良土では，セメン
ト改良土で見られたエトリンガイトの生成は確認できないが処理土の断面は非常に密な状態であ
る．石灰系の処理土においては水和反応による強度増加ではなく，団粒化に伴う締固め作用の向
上が大きいと考えることが出来る． 
 
3000倍5μm
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3000倍5μm
写真2.1 セメント改良土の電子顕微鏡写真 写真2.2 SC改良土の電子顕微鏡写真 
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2.4 本章の結論 
 
近年では，多種の固化材が開発され固化材の種類・特徴も多岐にわたる．使用する固化材を決
定するためには，1)固化材の特徴，2)土質との適応性，3)経済性を把握する必要ある．本章では，
カーバイド滓(SC)の安定処理材としての位置づけと特徴を示した．安定処理材は，セメント系と
石灰系の安定処理材に大別されている．セメント系ではセメントの水和反応が土を固化させる．
石灰系では吸水，イオン交換，ポゾラン反応が土を改善させる．SC はカーバイドからアセチレン
を精製した後の残り滓であり，主成分は水酸化カルシウムである．リサイクル品であるため，SC
は消石灰と比較して流通価格が 30％程度安価である．SC を消石灰の代用品として有効利用する
ことは有意義である． 
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第 3 章 改良土の力学特性 
 
3.1 概説 
 
改良土を盛土材料などに有効利用するためには，改良土の性能を明確にする必要がある 1）．改
良土の強度・剛性に影響を与える要因として，1）土質，2）固化材の配合量，3) 安定処理後の環
境（温度，水分，圧力），4）養生期間、が挙げられる 2)．本章では，安定処理後の環境を一定と
して，土質を砂質土，粘性土の 2 種類とし，セメント，消石灰，SC の配合量を変えて改良効果を
検討した結果を示す． 
 
3.2 改良土の作製 
 
粘性土（青色粘土：滋賀県大津市仰木）と砂質土（山砂：福井県あわら市）の 2 種類の土試料
を用いた．土試料の物理特性を表 3.1に示す．土試料は粒径 2000μm 以下にふるい分けし，最適
含水比に調整した後，固化材を添加率 3～12％で加え，手練りで 10 分間均質に混合したものを安
定処理土とした．本論文では，次式で表される乾燥添加率 3）を用いて固化材の添加率を表す． 
 
100100
1 1



 

tom
wma
p
   
 
100
100
1 1
p
w
mma to 


 

               （3.1） 
 
ここで，p は乾燥添加率(%)，ma は安定材の使用量(ｇ)，mtoは土試料の湿潤重量(g/cm3)，w1は
土試料の試験前含水比(%)である． 
作製した改良土は締固め試験（JIS-A1210 法）に基づいて直径 5cm，高さ 10cm のモールド内で
2.5kg のランマーを 20cm の高さから自由落下させて 3 層 15 回で締固めた（写真 3.1）．作製した
供試体は養生期間中に水分の蒸発・収縮ないようにポリエチレンフィルムで被覆した．この供試
体を湿度 80％，温度 20℃±3℃で所定の日数まで養生した後，一軸圧縮試験（JIS A 1216），三軸
圧縮試験（JGS 0522）を行った 4)．試験内容を表 3.2，3.3に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
- 15 - 
 
50.00 8.10 自然含水比 w (%)
2.792.67土粒子の密度 ρt (g/cm³)
1.3881.669最大乾燥密度 ρdmax (g/cm³)
31.6017.50最適含水比 wopt (%)
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試料名称
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写真 3.1 供試体の作製 
表 3.2 試験内容（一軸圧縮試験） 
表 3.1 試験で用いた土試料の物理試験結果 
表 3.2 試験内容（三軸圧縮試験，透水試験） 
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3.3 改良土の強度・剛性 
 
（1） 試験方法 
3.2 で作製した供試体を用いて各種力学試験を行った．一軸圧縮試験は，1%/分の軸ひずみ速度
で供試体を軸方向に圧縮し，供試体の縦変位と載荷重を計測する．一軸圧縮強度 quとして，図 3.1 
に示すピーク時の応力を用い，その時の軸ひずみを破壊時ひずみεとする．剛性は，一軸圧縮試
験の応力-ひずみ関係から次式で変形係数 E50を求めて評価する 4)． 
 
50
50
2

uq
E                  （3.2） 
 
一軸圧縮試験は，地盤の有効拘束圧の影響を評価できないため，三軸圧縮試験を行って改良土
の粘着力 c とせん断抵抗角φを求める．試験装置の概要を図 3.2に示す．圧密非排水（CU）条件
とし，供試体をセル内に設置して水圧σv（98.1，196.2，294.3kN/㎡）で 1 時間圧密した後，軸ひ
ずみ速度 0.1%/分で軸ひずみ 15％まで圧縮する． 
図 3.1 応力-ひずみ関係 図 3.2 三軸圧縮試験装置概要 
破壊時ひずみ ひずみ
応
力
qu / 2
qu
E50 
水圧
σH
供
試
体
荷重計
変位計
圧力計
三
軸
圧
力
室
軸圧
σＶ
ε50 
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（1） 砂質土 
 砂質土における一軸圧縮試験結果の一例を図 3.3 に示す．試験１ケースにつき 3 供試体を作製
し，3 供試体の平均値を一軸圧縮強度とした．各処理材を添加することで未処理土に比べて一軸
圧縮強度が 200 倍～300 倍の強度増加が望める．各試験のばらつき度合いを図 3.4 に示す．SC，
消石灰については一軸圧縮強度のばらつきが小さいが，セメントでは固化が進むにつれてばらつ
きが大きくなる．セメント系固化材では改良土の膨張に留意することとされており，固化材の過
剰添加による膨張が報告されている 5)．図 3.5，3.6は，砂質土の試験結果を養生日数と添加率で
整理し直した図である．セメント・消石灰・SC ともに添加率，養生日数に応じた強度増加が確認
されるが，セメントによる水和反応の効果が大きいため，セメント改良土の強度増加が顕著であ
る． 
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図 3.3 応力-ひずみ関係（砂質土) 
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図 3.5 一軸圧縮強度と養生日数の関係（砂質土) 
図 3.6 一軸圧縮強度と添加率の関係（砂質土) 
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破壊時のひずみで整理した結果を図 3.7，3.8に，変形係数で整理した結果を図 3.9，3.10に示
す．セメント改良土は，添加率が大きくなると破壊時ひずみが大幅に小さくなり，改良後，速や
かに高い剛性が得られる．しかし，養生日数の経過による改良効果の向上は小さい．セメントの
水和反応が早期に固結してしまうために起きるセメント改良土の特徴と考えられる 6)．建設発生
土のリサイクルを行う際に，大量の土砂を仮置き・運搬を繰りかえす場合が多いので，固結した
セメント改良土の取り扱いによっては改良土の品質を低下させる危険性がある５)． 
消石灰，SC 改良土は改良後の初期変形係数は小さいが，養生日数と添加率に比例して破壊ひず
みが増加し，変形係数が大きくなる．消石灰，SC 改良土における初期の改良効果は，固化材自体
の吸水，イオン交換による土粒子の団粒化によるものと考えられる 7),8)．ポゾラン反応による固
化作用はセメントと比較して長期にわたって効果が得られる 9)10)． 
表 3－1 表 3－1 
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図 3.7 破壊時ひずみと養生日数の関係（砂質土) 図 3.8 破壊時ひずみと添加率の関係（砂質土) 
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図 3.10 変形係数と添加率の関係（砂質土) 
図 3.9 変形係数と養生日数の関係（砂質土) 
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（3）粘性土 
 
粘性土における一軸圧縮試験結果の一例を図 3.11に示す．各処理材を添加することで未処理土
に比べて一軸圧縮強度が 5 倍～10 倍の強度増加が望める．強度のばらつき度合いを図 3.12 に示
す．消石灰，SC 改良土では養生日数の増加とともにばらつきが大きくなる．セメント改良土は養
生日数によるばらつきの増加は小さく，固化材の添加量が増加するとばらつきが大きくなる．砂
質土と比べて，粘性土は粘りが強いため，固化材との混合が不均質になりやすいことによる 5)．
一軸圧縮強度の最大値と最小値の差を分布範囲Ｒとして整理した結果を図 3.13に示す．固化材の
違いによるばらつき具合に大きな差はないが，セメント改良土の養生日数が小さいときのばらつ
きが顕著である． 
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図 3.11 応力-ひずみ関係（粘性土) 
図 3.12 ばらつきの影響（粘性土) 
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固化材添加率と養生日数で整理した結果を図 3.14，3.15 に示す。改良土の強度は，セメント・
消石灰・SC ともに固化材添加率，養生日数に応じた増加が認められるが，砂質土におけるセメン
ト改良土のような顕著な強度増加は見られない． 
 
0
500
1000
1500
2000
0 10 20 30
養生日数(日）
一
軸
圧
縮
強
度
(k
N/
㎡
）
 セメント
 消石灰
 SC
○ 3％
□ 6％
△ 9，12％
 
 
 
 
 
 
 
図 3.13 分布範囲と養生日数の関係（粘性土) 
図 3.14 一軸圧縮強度と養生日数の関係（粘性土) 
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破壊時ひずみで整理した結果を図 3.16，3.17に，変形係数で整理した結果を図 3.18 ，3.19に
示す。破壊時ひずみにおける固化材の差はなく，0.5～1.0％のひずみで破壊が生じている。変形係
数でみると，セメント・消石灰・SC 固化土ともに 10 日間程度でほぼ一定となる．消石灰，SC 改
良土は固化材添加率を増やしても変形係数を大きくする効果は小さい．消石灰系の固化材は添加
率を大きくしすぎると十分な締固めが困難になる恐れがあるため，適切な固化材添加率を決定す
る必要がある 10)． 
 
 
 
 
 
図 3.15 一軸圧縮強度と添加率の関係（粘性土) 
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図 3.16 破壊時ひずみと養生日数の関係（粘性土) 図 3.17 破壊時ひずみと添加率の関係（粘性土)
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図 3.20に三軸圧縮試験結果における主応力差（σv-σh）とひずみの関係を示す．セメント改良
土，SC 改良土ともに，軸ひずみが小さい範囲（1～2%）では弾性的な挙動を示し，圧密圧力の影
響は見られない．軸ひずみが大きい部分では改良土が降伏しており，応力－ひずみ関係は圧密圧
力に依存している．主応力差からモールの応力円を描き，改良土の粘着力 c とせん断抵抗角を決
図 3.18 変形係数と養生日数の関係（粘性土) 
図 3.19 変形係数と添加率の関係（粘性土) 
- 26 - 
定した結果を図 3.21，図 3.22 に示す．セメント改良土は，水和反応で固結するため，セメント
添加率が増えると固結の程度に対応する粘着力 c が向上し，摩擦抵抗に対応するせん断抵抗角φ
は低下している．SC 改良土はセメント改良土に比べて固結の程度が弱いために，SC 添加率が増
えると c・φともに増加する．SC 改良土の強度・剛性の向上は，材料の吸水作用により改良土の
締固めが容易になることが大きな要因といえる． 
砂質土，粘性土の建設発生土を土質安定処理してストックしておく場合は，強度・剛性の改良
効果が長く続く消石灰，SC のような消石灰系での安定処理が適している．建設発生土を速やかに
再利用する場合や早期に改良効果を得たい場合は，初期剛性・強度が高いセメント系の安定処理
が適している 5)． 
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3.4 固化材の比較 
 
 SC の改良効果を消石灰，セメントと比較した結果を図 3.23，図 3.24に示す．改良土の一軸圧
縮強度はセメント＞消石灰＞SC の順で高い。砂質土においてセメント改良土は初期の段階から非
常に高い強度が得られる．消石灰・SC 改良土は養生日数の経過とともにセメント改良土と同等の
強度が得られている。SC 改良土は消石灰改良土と同様の傾向を示しているが，改良土の強度は消
石灰より低い．純粋な消石灰に比べて，SC の生成過程で不純物が混じることが強度発現をやや低
下させたと考えられる． 
 固化材による強度の影響は添加率が低いほど大きな違いはない．発生土を再利用する場合にお
いて低い添加量が予測されるため，固化材による強度の際は小さくなると想定できる． 
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3.5 改良土の透水性 
 
（1） 試験方法 
 
土質安定処理工法により，改良土の遮水性の向上が期待される場合もある 4)，5）．粘性土を用い
て改良土の透水性を検討する．試料は一軸圧縮試験と同じ供試体を使用し，10 日間の養生後に透
水試験を実施した．試験装置の概要を図 5 に示す．供試体の周囲はエポキシ樹脂を充填し，2 供
試体中を通過する流量を計測した．透水試験は p＝（50，200kN/m²）の圧力を加えながら圧力一
定で実施した．透水試験により測定された測定時間 t と流出水量 Q から，水温 T℃に対すると透
水係数 k15を式（3.3）（3.4）により決定した 3)． 
 
 122 ttA
Q
h
LkT                      (3.3) 
15
15 
T
Tkk                           (3.4) 
ここで，L は供試体の高さ(cm)，h は注入圧力に相当する水位差(cm)，Q は流出流量(cm³)，t2－
t1 は測定時間（ｓ），A は供試体の断面積（c ㎡），ηT，η15 は水温 T℃および 15℃における水の粘
性係数(Pa・s)である． 
 
流量を測定
圧力をかけて
注水
  
 
断面積Ａ
断面形状
エポキシ樹脂
図 3.25  透水試験装置概要 
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（2） 試験結果 
 
（1）で述べた方法で，改良土の透水試験を行った結果を図 3.26 に示す．改良土は，一般的に
土粒子間の間隙が水和物や団粒化により密になることで透水係数は低下する 5)．しかし，セメン
ト改良土はセメント添加率が高くなると透水係数が大きくばらつく．セメント改良土は固結によ
り微細なひび割れが発生するため，セメント添加率が高くなると，ばらつくと考えられる 6)．SC
改良土は SC 添加率が高くなると透水係数が高くなる．SC 改良土は，SC 添加率が大きくなると，
SC 混合による吸水効果により改良土中の水分が少なくなり，ぱさついた状態になる．吸水効果で
改良土中の間隙が多くなったことで透水性が向上したと考えられる．セメント系，消石灰系安定
処理ともに，固化材添加率が大きくなると透水性が大きくなる可能性があることに注意する必要
がある． 
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 図 3.26  透水試験装置概要 
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3.6 本章の結論 
 
本章では，安定処理後の環境を一定として，土質を砂質土，粘性土の 2 種類とし，セメント，
消石灰，SC の配合量を変えて改良効果を検討した．セメント，消石灰，SC 改良土の強度・剛性，
透水性を比較することで，SC 改良土の力学特性，透水性能が明確になった．本章で得られた知見
を以下に示す． 
(1) 改良土，固化材の種類によって一軸圧縮強度の値にばらつきが生じる．砂質土において，
消石灰，SC 改良土を混合した場合は一軸圧縮強度のばらつきは小さいが，セメント改良土
は固化が進むにつれてばらつきが大きくなる．粘性土において，消石灰，SC 改良土は養生
日数の増加とともにばらつきがおおきくなる．セメント改良土は養生日数によるばらつき
は小さく，固化材の添加量が増加するとばらつきが大きくなる．粘性土は砂質土と比べて，
粘りが強いため，固化材との混合が不均質になりやすい．固化材の違いによる一軸圧縮強
度のばらつき具合の差は小さい． 
(2) 改良土の一軸圧縮強度は，砂質土，粘性土に対してセメント・消石灰・SC を混合すると添
加率，養生日数に比例して増加する．その改良効果は，粘性土より砂質土の方が顕著な強
度増加を示す． 
(3) セメント改良土の剛性は，添加率に比例して破壊時ひずみが大幅に小さくなり早期に高い
剛性が得られる． 
(4) 消石灰，SC 改良土の剛性は，改良後の初期変形係数は小さいが，養生日数と添加率に比例
して破壊ひずみが増加し，変形係数が大きくなる． 
(5) セメント改良土は水和反応で固結するため，セメント添加率が増えると固結の程度に対応
する粘着力 c が向上し，摩擦抵抗に対応するせん断抵抗角φは低下する．SC 改良土はセメ
ント改良土に比べて固化の程度が弱いために，SC 添加率が増えると c・φともに増加する．
SC 改良土の強度・剛性の向上は，材料の吸水作用により改良土の締固めが容易になること
が大きな要因といえる． 
(6) SC 改良土は消石灰改良土と同様の傾向を示しているが，SC 改良土の強度増加は消石灰改
良土よりやや低い．純粋な消石灰に比べて，SC の生成過程で不純物が混じることが強度発
現をやや低下させたと考えられる．7）砂質土においてセメント改良土は初期の段階から非
常に高い強度が得られる．消石灰・SC 改良土は養生日数の経過とともにセメント改良土と
同等の強度が得られている． 
(7) セメント改良土は固結により微細なひび割れが発生するため，セメント添加率が高くなる
と，透水係数がばらつく．SC 改良土は SC 添加率が高くなると透水係数が高くなる．SC
改良土は SC 混合による吸水効果により改良土中の水分が少なくなり，ばさついた状態に
なり，改良土中の間隙が多くなったことで透水性が大きくなる．セメント系・消石灰系改
良土ともに，固化材添加率が大きくなると透水性が大きくなることに注意する必要がある． 
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第 4 章 SC の改良効果に影響する要因 
 
4.1 概説 
 
 発生する場所・気候などに応じて建設発生土の含水比や土壌成分は大きく異なる．SC による土
質安定処理は，建設発生土と SC の化学反応を利用して安定化する手法であるため，発生土の状
態によって改良効果が大きく異なる可能性がある 1)．改良効果に影響する要因として，1）養生温
度，2）建設発生土の含水比，3）土壌成分などが挙げられる 2) ．種々の土質に対して SC を混合
した過去の実験結果をまとめて図 4.1 に示すが，粘性土，砂質土に関わらず，土質により改良効
果は大きく異なる．本章では，SC 安定処理効果に影響する要因について検討した結果を示す． 
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図 4.1 土質による改良強度比較（SC 添加率 6%) 
 - 34 - 
4.2 養生温度の影響 
 
SC 改良土の強度・剛性に対する養生温度の影響を検討した．セメント系固化材においては，気
温が高い時，水和反応が活発になり，温度が低くなるに従って緩慢になる 3),4)．また 0℃以下にな
ると強度発現が著しく悪くなる．本章では，3.2 で示した粘性土を対象として，養生温度を 5℃，
20℃，30℃と変化させて一軸圧縮試験を行った結果を図 4.2，4.3，4.4 に示す．養生温度 5℃と
した場合の初期の強度・剛性は低く，養生温度が高くなるに従って初期の強度・剛性が高くなる．
しかし，図 4.2，4.3に示すように，養生温度が低くても養生日数が長くなると強度・剛性ともに
向上するので，養生温度が 5℃以上あれば SC 安定処理効果がえられる．養生温度が高いほど早期
の安定処理効果が高くなる． 
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図 4.2 一軸圧縮強度に対する養生温度の影響 図 4.3 破壊時ひずみに対する養生温度の影響 
図 4.4 変形係数に対する養生温度の影響 
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4.3 建設発生土の含水比の影響 
 
 SC 改良土の強度・剛性に対する建設発生土の含水比の影響を検証した．一般に改良対象土の含
水比が高いと固化した土の強度は小さくなる．これは固化材が固定しなければならない水（間隙）
の量の多寡によるものである３)．発生土試料はため池に堆積した粘土であり，物理特性を表 4.1
に示す．この試料は含水比が約 40％を越えるとヘドロ状態になる．含水比を変化させて一軸圧縮
試験を行った結果を図 4.5 示す．含水比が高くなると一軸圧縮強度は急激に低下し，30％を境に
SC の改良効果は非常に小さくなる．SC と粘土の化学反応は SC 中のイオン交換の後，Ca2+はコロ
イド表面に吸着し，図 4.6に示すような形をとる５)．そのため，土中の水分が多すぎると SC と粘
土分との団粒化の効果が小さくなり，改良効果が著しく落ちる可能性がある． 
 
 
土粒子の密度 ρs (g/cm3) 2.645
強熱減量 (wt.%) 9.94
自然含水比 wｎ (%) 105.0
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表 4.1 発生土試料の物理試験結果 
図 4.5 発生土の含水比の影響 
図 4.6 土粒子と SC の結合 
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4.4 土壌成分の影響 
 
 SC 改良土の強度に対する発生土の化学成分の影響を検討した．固化材と粘土鉱物の強度発現に
及ぼす影響は，粘土鉱物粒子表面へのカルシウムイオン(Ca2+)またはアルカリイオンの吸着，およ
びポゾラン反応に大別できる 5)．前者主に土粒子の凝集・団粒化，後者は固化材による土粒子間
の接着力の発現に関与する．土試料は風化程度の異なるまさ土を 2 種類使用した．試料の物理特
性を表 4.2 に示す．風化程度は強熱減量を用い，強熱減量の値が高いまさ土を風化程度が大きい
土とした．一軸圧縮試験結果を図 4.7 に示す．同質の土であっても風化程度の違いにより改良効
果が大きく異なる．SC を混合したまさ土は，風化程度が大きい程，改良効果が高い．図 4.8に風
化程度の異なるまさ土の成分分析結果を示す．風化程度が高いまさ土の方がシリカ，アルミナの
含有率が高い．同質の土であったとしても，土壌の成分によって改良効果が異なる．処理材に含
まれる Ca2+は粘土鉱物表面へ吸着することで，粘土粒子は凝集し，団粒化する 6）．この作用によ
り SC はシリカ・アルミナなどの粘土鉱物が豊富に含まれた土壌に対する改良効果が高くなると
考える． 
 
 
風化程度大 風化程度小
強熱減量 （wt.%） 4.056 0.921
最適含水比 wopt （%） 18.0 8.60
最大乾燥密度 ρdmax （g/cm3） 1.64 1.666
まさ土
 
 
 
 
 
表 4.2 まさ土の物理試験結果 
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 図 4.8 SC 改良土の定量 X 線分析結果 (まさ土) 
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4.5 pH の影響 
 
 SC 改良土に対して pH 付加試験を行い，処理土中の Ca 分溶出の影響を検討した．セメント系，
石灰系固化材は，水酸化カルシウムCa(OH)2の影響で高アルカリとなる傾向にある 9)．このCa(OH)2
は水中で解離（Ca(OH)2 → Ca2+ + 2OH- ）し液相のｐＨが 12 以上と高くなるためである．この土
試料は，風化程度の高いまさ土を使用した．pH 付加試験では，SC 改良土を pH 調整した水溶液中
に 28 日間浸した．試験終了後に，水溶液中に溶出した Ca を ICP（プラズマ発光分光分析装置）
で定量した 10）．SC の主成分は水酸化カルシウム Ca(OH)2 であるため，改良土中の pH は高アルカ
リの状態となる．セメント系および消石灰系の固化材を混合した場合も改良土中の pH は高くな
るため，改良土中に含まれる Ca が周囲の土壌中に溶出すると周辺土壌の pH が上昇する可能性が
ある．図 4.9 に Ca 溶出試験結果を示す．pH4 から 10 の範囲において Ca 溶出量はほぼ一定であ
った．一般に改良体からの距離が数センチ以上にアルカリ成分が拡散する可能性は低いとされて
いるが 11)，pH4 以下の状態においては Ca 溶出量が増加するため留意する必要がある．ただし，
通常の気候条件下で pH4 以下になる可能性は低い．また，アルカリ成分は拡散希釈するため pH
の上昇は抑制される 12)． 
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図 4.9 Ca の溶出試験結果 (まさ土) 
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4.6 本章の結論 
 
本章では，SC 安定処理効果に影響する要因について 1）養生温度，2）建設発生土の含水比，3）
土壌成分が，改良強度に影響を及ぼすことが明らかになった．本章で得られた知見を以下に示す． 
(1) SC 改良土は，養生温度 5℃以上の環境であれば強度・剛性の改良効果が得られる．5℃の場
合は初期の強度・剛性は低く，養生温度が高いほど強度・剛性の向上効果が高くなる．養生
日数が長くなると強度・剛性ともに向上する． 
(2) 建設発生土の含水比が 30％以上になると処理効果は急激に小さくなる． 
(3) SC 改良土は同質の土であったとしても，土の風化度の違いによって改良効果が異なる。SC
はシリカ・アルミナなどの粘土鉱物が豊富に含まれた土壌において改良効果が高くなる． 
(4) SC 改良土中から Ca の溶出量は pH4 以下で増加する。自然条件下で pH4 以下になる可能性
は低いため，SC 改良土からの Ca 溶出の恐れは少ない． 
 
参考文献 
1) 梶原光久：天草連絡道路第４号道路土質安定処理について，土と基礎 20 巻 6 号，1975． 
2) 千田昌平：軟弱地盤改良工法，鹿島出版社会，pp.107-114, 1994. 
3) セメント協会編：セメント系固化材による地盤改良マニュアル第 4 版，2012． 
4) セメント協会：セメントの常識，pp9-13, 2009. 
5) 有泉昌：石灰安定処理の機構，土と基礎，Vol.25, No.1, pp9-16, 1977. 
6) 青山要，宮森建樹，脇山拓也，菊池大輔：土の物理化学的特性が改良土の初期性状と強度に及
ぼす影響，土木学会論文集，№724/Ⅳ-57, pp.207-208, 2002 
7) 東雄介，荒井克彦：スペント･カーバイドの地盤改良効果に関する実験的研究，福井大学工学
部建築建設工学科 平成 19 年度卒業論文． 
8) 地盤工学会編：地盤工学ハンドブック，第 4 編 8 章，1999． 
9) 三木博史，森範行，古性隆：土のアルカリ中和能力及び土中でのアルカリ浸透深さに関する試
験，土木学会年次学術講演会講演概要集第 3 部, Vol.49, pp.1534-1535, 1994. 
10) 土壌環境分析法編集委員会編：土壌環境分析法，第 6 章，2000． 
11) 嘉門雅史，大山将，勝見武：改良土からのアルカリ溶出特性に関する実験的考察，土木学会年
次学術講演会講演概要集第 3 部, Vol.50, pp.1650-1651, 1995. 
12) 嘉門雅史，勝見武，大山将：セメント安定処理土のアルカリ溶出特性について，第 30 回土質
工学会研究発表会 pp.211-212, 1995. 
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第 5 章 建設発生土の改良土としての利用 
 
5.1 概説 
 
建設発生土を安定処理する場合，1）発生側で改良，2）利用側で改良，3）プラントやストック
ヤードで改良，などの方法がある 1)．一般に土質安定処理工法は，改良後速やかに締固め作業を
行うことが理想である．建設発生土を安定処理する場合は，固化材と混合した時点から固化材と
の化学反応が進むため，掘削運搬作業により改良土の品質が著しく低下する恐れがある．本章で
は，ストックヤードを経由した SC 改良土の利用方法を提案する． 
 
5.2 建設発生土と改良土 
 
建設発生土を安定処理して再利用するためには，図 5.1 に示すように利用場所や目的に応じて
改良土は改良・運搬が行われる．発生土の発生位置で安定処理して改良土を利用する場合を除き，
改良土はダンプトラックなどで運搬されるため，利用段階での改良土の性能を，発生側で予測し
て安定処理を行うことは困難である．利用段階での改良土の性能は，表 5.1 に示すようにコーン
指数 qcにより区分される．コーン指数は，先端角 30°のコーンを 1cm/s で地盤に貫入させた時の
貫入抵抗力である．コーン指数は利用場所で容易に測定できるが，改良土の強度・剛性そのもの
を評価することは困難である．コーン指数 qc と一軸圧縮強度 quの間には一般的に次式が成立す
ることが知られている 2)． 
 
               qc ≒ 5qu ＝ 10cu               （5.1） 
 
ここで，cuは土の非排水条件での粘着力(kN/m2)である。 
 
（発生側）・仮置
・土質改良
（ストックヤード側）
・仮置
(土質改良プラント)
・土質改良
（利用側）・仮置
・土質改良
 
 
図5.1 改良土の利用方法
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5.3 ストックヤードを経由した SC 改良土の利用 
 
 土質安定処理工法は改良後速やかに締固め作業を行うことが理想である．建設発生土を安定処
理する場合は，固化材と混合した時点から固化材との化学反応が進むため，掘削運搬作業により
改良土の品質が著しく低下する恐れがある 3）．セメント改良土は早期に改良効果が収束するため，
掘削運搬作業による品質低下の影響が大きいと考えられる．消石灰，SC 改良土では 10 日間程度
で強度剛性がゆっくり向上するため，掘削運搬作業による品質低下が少ない．改良土の利便性向
上のためにストックヤードを経由した SC 改良土の利用方法を検討した．建設発生土は砂質土と
粘性土が混じった混合土であり，自然含水は 26.1％である．図 5.2 に示すようなストックヤード
を使用する経路での SC 改良土の利用を想定した．品質目標を表 5.1 に示す第 2 種改良土（コー
ン指数 qc＝800kN/㎡)をとし，SC 改良土の強度を式（5.1）より一軸圧縮強度 qu=160kN/㎡とした． 
 
           qu ≒qc / 5 ＝800 kN/㎡ / 5 ≒ 160 kN/㎡         （5.2） 
 
ストックヤードに SC 改良土を長期保存すると利用時の品質が低下する可能性があるため， SC
を混合後 3 日以内に SC 改良土を利用することとした．この利用を想定して，一軸圧縮試験の供
試体は 3 日養生後に一度砕き（運搬を想定），改めて供試体を作製して養生を行った．一軸圧縮試
験の結果を図 5.3 に示す．３日養生後に乱すことで一時的に SC 改良土の強度は大幅に低下する
が，再び養生を行うことで強度増加が得られる．SC 改良土はセメント改良土に比べて長期に渡っ
て改良効果が継続するので，ストックヤードを経由した場合でも所定の品質を確保して発生土を
再利用できる． 
 
表5.1 改良土の利用区分
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図5.2 ストックヤード形式によるＳＣ改良土の利用 
図5.3 仮置の改良土への影響 
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5.4 本章の結論 
 
SC 改良土は，ストックヤードを経由することで発生土の利用用途を拡大できる．SC 改良土の
強度は掘削運搬作業で大幅に低下するが，利用場所で再養生を行うことで強度が増加する．SC 改
良土はセメント改良土に比べて長期に渡って改良効果が継続するので，ストックヤードを経由し
た場合でも所定の品質を確保して発生土を再利用できる． 
 
参考文献 
1) 建設発生土等の有効利用に関する検討会：建設発生土等の有効利用に関する検討会報告，平成
15 年 9 月． 
2) 建設発生土利用技術マニュアル検討委員会監修：建設発生土利用技術マニュアル，土木研究セ
ンター，2004． 
3) セメント協会編：セメント系固化材による地盤改良マニュアル第 4 版，2012． 
4) 梶原光久：天草連絡道路第４号道路土質安定処理について，土と基礎 20 巻 6 号，1975． 
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第 6 章 不溶化の基礎実験 
 
6.1 概説 
 
 ごみ焼却場から排出された焼却灰は，年々増加の一途を辿り各自治体でも処分場が飽和の状
態になりつつある．排出された焼却灰には，多種類の有害な重金属を含んでいることが多く，埋
立地の土壌汚染が深刻化している．焼却灰に限らず工場跡地の廃液による汚染，ごみの不法投棄
などの様々な要因で有害重金属による汚染が生じる可能性が高い． 
日本では，汚染土壌の対策として良質土との置換工法が一般的であるが，汚染土を産業廃棄物
として搬出処理しなければならない問題がある．原位置での固化・不溶化工法は，土壌中の汚染
物質の地下水への溶解や大気中への拡散の防止のために行われる．不溶化工法は，汚染土壌にセ
メントなどを混入して物理的に安定化させる固化処理と，汚染土壌に薬剤を混入して汚染物質を
難溶性物質に変えて安定化させる不溶化処理に分けられる．固化処理にはセメント系固化材，不
溶化処理には硫酸処理剤,硫酸鉄などの薬剤による還元処理が一般的に用いられる 1)．固化処理・
不溶化処理ともに安定処理材を汚染土壌に原位置混合・注入するだけなので大規模な設備投資も
必要なく経済的で簡便な対策工法である．しかし, 不溶化処理においては安定処理材料，土質，
重金属の種類などの要因の影響も不明確であることから，処理の効果が十分には明らかでない．
また，不溶化処理土は酸性雨や風化など自然界の負荷を受けることが多いため，不溶化処理土の
長期的な負荷試験による評価を行うことが望ましい．たとえば，秦ら 2) は Cr(Ⅵ)汚染土をアルカ
リ性固化材で不溶化処理した場合の長期的安定性を評価するため，CO2 を通して土壌を中性化す
ることによる影響を調べ，長期的な土壌の中性化に伴って再溶出の可能性を示している．また，
山田ら 3) はセメント添加により土壌中の重金属の溶出量が低減されるが，Pb については添加に伴
う pH の上昇により溶出量が多くなることを指摘している．さらに，西形ら 4)は MgO を使用した
処理土を砂から粘土までを対象にした広範囲の強度試験を行い火山灰土に対しての有効性を挙げ
ている．D. K. Boardman et. al.5) は重金属を含む下水スラッジ水に対する石灰(Ca(OH)2)による
処理事例を報告しており，石灰による添加に対して As は効果が小さいためにポルトランドセメン
トを混合することで効果を期待することを述べている．一方，カーバイド滓は消石灰と同様の成
分を有する材料であるため消石灰と同様の効果が得られる．梶原ら 6, 7) はヘドロや火山灰質の軟
弱土にカーバイド滓を混合することにより消石灰と同様の強度増加や遮水の効果が得られること
を示している．消石灰を用いた金属類の処理は主に工業排水の沈降処理に用いられており，石灰
系の処理材が重金属理の処理に有効であることは知られている 8)．しかし，これまでのセメント，
石灰等による土質安定処理の研究は，主に強度および土質特性に置かれており，処理後の重金属
の溶出特性，土壌環境（pH の変化）に焦点を当て研究した例は少ない． 
本論文の目的は，アセチレンガス(C2H2)生成後に生じる残留物であるカーバイド滓（Spent 
carbide; SC と略称する）を有害重金属汚染土壌（Cu，Sb，Cr，Pb，Cd，Zn）に対して使用し
た場合の不溶化処理土の溶出特性を調べてその有効性を明らかにすることである． 
 重金属類の溶出特性は，土の種類により異なることが予想されるため，本章では(1)砂質土から
粘性土までの数種の土を対象とした汚染土について溶出量試験を行う．  
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6.2 人工汚染土の調整と各種室内試験 
 
試験に用いたカーバイド滓（SC）の蛍光 X 線分析法による定量分析結果（FP 法）を表 6.1 に
示す．酸素や水素は金属化合物，水和化合物として含まれる．SC は，式(1)に示すようにカーバ
イド CaC2からアセチレンガス C2H2を生成する過程で発生する残滓である．主成分が水酸化カル
シウム Ca(OH)2 であることから，酸性土壌改良材に再利用される環境負荷の小さい材料であり，
一般的な消石灰に比べて 30％程度安価で購入できる 9) ． 
 
CaC2+2H2O→Ca(OH)2+C2H2                  （6.1） 
 
 
Content (wt.%)
Calcium   Ca 85.00
Silicon Si 2.40
Aluminum  Al 2.50
Iron Fe 0.26
Magnesium Mg 0.42
Carbon C 5.90
Sulfur S 0.18
Sodium Na 0.12
Strontium Sr 0.07
Titanium  Ti 0.05
Phosphorus P 0.01
Composition
 
 
 
土試料は，砂から粘性土にいたるまでの不溶化の効果を分析するために風化の程度の異なる土
を用いた．風化の基準は，強熱減量により判定した．この値は結晶と有機物の含有量に関係し，
土壌中に含まれる有機分に含まれるフミン酸及びフルボ酸は，金属イオンの土壌への吸着の効果
がある 10),11)．そのため，定量する結晶水に焦点を絞るために，有機物を含む表土は除き斜面から
土試料を採取した．試料の物理的性質を表 6.2 に示す．強熱減量が大きいほど風化した土（粘性
土）であることを意味する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 6.1 カーバイド滓（SC）の蛍光 X 線分析 
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Properties
Sample
Specific 
gravity
Ignition 
loss 
(wt.%)
Water 
content 
(wt.%)
Dry 
density 
(g/cm3)
Heavy 
metal 
content 
(mg/kg)
Dissolved 
heavy 
metal 
(mg/L)
Clean sand 2.650  0.470  3.59 1.471  ‐ ‐
Decomposed 
granite soil 
(M1)
2.675  0.921 
8.60 
(Optimu
m water 
content)
1.666  ‐ ‐
Decomposed 
granite soil 
(M2)
2.632  2.236  9.02 1.670  ‐ ‐
Decomposed 
granite soil 
(M3)
2.746  3.147  17.10  1.740  ‐ ‐
Decomposed 
granite soil 
(M4)
2.672  4.056 
18.00 
(Optimu
m water 
content)
1.640  ‐ ‐
Clayey soil (S1) 2.672  7.474 
31.60 
(Optimu
m water 
content)
1.388  ‐ ‐
Clayey soil (S2) 2.645  9.940  105.00  0.754  10.40(Sb) 0.035 (Sb)
Clayey soil (S3) 2.645  9.900  21.80  1.649  ‐ 2.40 (Cr(Ⅵ))
 
重金属は Cu，Sb，Cr，Pb，Cd，Zn の 6 種類を対象とした．日本で定められている重金属類
の土壌環境基準を表 6.3 に示す．人工汚染土の作製においては，まさ土(花崗岩，風化堆積土)は，
2000μm 以下に篩分けし，その試料に Cu 標準液 10g/L 加えた．標準砂は， Cu, Pb, Cd, Cr, Zn,Al
（原子吸光用標準液 1000 mg/L）からそれぞれの混合溶液 100 mg/L 作製した後に 6 種類の混合
溶液を試料に加えて人工汚染土とした．作製した土試料は，締固め試験（JIS-A1210 法）に従っ
て直径 5cm，高さ 10cm のモールドに 3 層 15 回で Table.2 に示した含水比の下で円柱状の供試体
を作製した．これらの供試体は湿度 80％，温度 20℃で所定の期間養生した後，強度試験および
重金属の溶出量試験を行った． 
 強度の評価方法として，一軸圧縮試験（JIS A 1216）を行った．試験条件として，1%/分の軸ひ
ずみ速度で供試体を軸方向に圧縮した．試験中は，供試体の縦変位と載荷重を計測し，破壊時の
応力を一軸圧縮強度 quとした。土の強度を増加させることで地盤内に汚染物質を封じ込めて溶出
しにくくする 12)．そのため，処理土の不溶化を評価する上では強度は重要な要因となる．また，
不溶化処理土を盛土材等に利用するためにも処理後の強度を把握することは重要である． 
溶出試験は，建設省技調発第 49 号「セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価ク
ロム溶出試験実施要領（案）」によるタンクリーチング試験を採用した．封じ込め作用を考慮した
表 6.2 土試料の物理的特性 
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重金属の溶出の検討において，試料を粉砕せずに長期わたって行うタンクリーチング試験は有用
と考えられている 13)．試験条件は，締固めた供試体を養生後にそのまま固体対液体の重量比が 1：
10 になるように調製したイオン交換水（pH6.5～6.8）に入れ 28 日間静置し，その溶液をフィル
タ－（0.45μm）でろ過し，ICP-AES 誘導結合プラズマ発光分光分析装置，エスアイアイナノテ
クノロジー社製（SPS7800），原子吸光分析装置，島津製作所製(AA6600)により溶出濃度を測定
した。ICP 試験装置および試験状況を写真 6.1，6.2，6.3，6.4に示す． 
 
鉛 Pb 0.01 以下 150 以下
アルミニウム Al
カドミウム Cd 0.01 以下 150 以下
銅 Cu 125 以下
六価クロム Cr 0.05 以下 250 以下
亜鉛 Zn
アンチモン※ Sb 0.02 以下 -
項　　　目
- -
-
土壌含有基準
(mg/kg)
-
土壌溶出基準
(mg/L)
-
 
 
 
表 6.3 土壌環境基準値 
※ 水質汚濁に係わる要監視項目，指針値 
写真 6.1 処理土の養生 写真 6.2 タンクリーチング試験 
写真 6.3 溶液をフイルタ－でろ過 表 6.4  ICP 試験装置 
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6.3 処理土の固化特性 
 
 重金属を含有する土を SC を用いて不溶化し，さらにリサイクル材として活用するためにも処
理後の強度を把握することは重用である 5)．SC の主成分が Ca(OH)2 であることから，一般的に
使用されている石灰による土質安定処理と同様の挙動を示すと考えられる．風化程度の異なるま
さ土に対して SC を混合した改良土の一軸圧縮試験を行った結果を図 6.1 に示す．添加率，養生
日数の増加に伴い強度が増加し，土試料の風化程度が低いと養生日数 10 日程度でほぼ一定になる．
土の風化の程度が高い（粘性土）方が水酸化カルシウムと土中の鉱物との反応性が高くなるため
に改良効果が高くなる傾向にあり長期的な強度の増加傾向を示す．同じ種類のまさ土であっても
風化程度により最大で 2 倍程度の差が生じている． 
 粘性土には 5μm 以下の微細な粘土粒子が含まれ一般には負に帯電している．これらに Na+，
K+などの陽イオンが吸着した状態にある．この土にＳＣを混合することでアルカリ状態になり平
衡系を保つために Si-OH から H+が解離し Si-O-となって負に帯電し Ca2+が吸着する． 
 
Ca(OH)2⇔Ca2++2OH-                (6.2) 
 
 このとき Ca2+は粘土表面に吸着され，凝集作用を起こして団粒化すると考えられる．一方，土
壌内に金属類が含まれていると OH-は重金属類と反応して難溶性の水酸化物塩を形成して沈殿す
ると考えられる 6, 7)。また，土質や SC 添加量により差があるが，いずれの場合にも一軸圧縮強度
qu=100kN/㎡～500kN/㎡が得られている．建設汚泥処理土利用技術基準 14)において，qu=50kN/
㎡以上であれば土質材料として利用できる．現場での割増し係数 2～3 倍を考慮しても処理土を土
質材料としてリサイクルすることは十分に可能である． 
 
 
図 6.1 一軸圧縮強度と養生日数の関係 (まさ土 M1 M2) 
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6.4 処理土の不溶化特性 
 
 土質の違いによる SC の不溶化効果を確認するために,風化程度の異なるまさ土中に Cu を重量
比が 1%になるように混合し，その処理土に対して溶出試験を行った結果を図 6.2に示す．Cu の溶
出量は，SC 添加量が増加に伴い溶出量し，風化程度の大小に関わらず養生日数が増加すると減少
した．また，Cu の溶出量は，風化程度の大きい試料の方が，小さい試料より減少している．した
がって，重金属の溶出量は SC 添加率，養生日数，風化程度の要因に支配されることがわかった． 
不溶化のメカニズムについて，Cu に注目すれば，式(3)で示すことができる． 
 
Cu2+＋Ca(OH)2→Cu(OH)2+Ca2+           (6.3) 
 
上式において，水溶液中の Cu2+が Ca(OH- )2中の Ca2+と置換して Cu(OH)2が生成される．こ
のような化学作用により，OH- と重金属イオンとの沈殿反応を利用して難溶性の水酸化物塩を形
成することによるものと考える．Cu(OH)2の溶解度積は，[Cu2+][OH-]2 = Ksp=1.6×10-19 [mol/L]3
であり極めて水に溶けにくいため溶出量を抑制する大きな要因と考えられる． 処理土中で安定化
した水酸化物は，土質によっても異なるが，固化・団粒化作用により封じ込め効果を向上させる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
標準砂に Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn を 100mg/L ずつ混合した汚染土を SC 処理し，その溶出試
験結果を図 6.3 に示す．SC=2wt.％の場合，Al 以外の Pb，Cd，Cu，Cr，Zn では溶出量は著しく
小さく SC の効果が発現されている．標準砂に SC を混合するだけでは，土粒子が粗いため，処理
土の固化・団粒化の効果は極めて小さい．標準砂に SC を混合するだけでは，土粒子が粗いため，
処理土の固化・団粒化の効果は極めて小さい．そのため，封じ込め効果によって溶出量が減少し
たわけではなく，SC が重金属類を難溶性の水酸化物として試料内に固定化したと考えられる． 
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実際の処理土は，風化や掘削などの外部からの作用で塊り状態が変化する可能性がある．そこ
で，溶出試験時の試料を 5g 以上の塊の状態（乱さない試料），2mm 以下に砕いた粉体の状態（乱
した試料）で溶出試験を行った．図 6.4に風化程度の異なる土での Cu 溶出量の違いを示す．その
結果，Cu 溶出量は乱さない試料よりも乱された試料の方が大きいことがわかった．また，その傾
向は，風化程度が大きいほどその差が著しい．試料は砕かれることで比表面積が増大し，SC で安
定化した水酸化化合物が土壌環境条件の影響を受けやすい状況になる．処理土は物理的な破砕を
受けない限りは Ca と土中の Al2O3，SiO2などと反応して長期間の強度増加を続ける．したがって，
処理後は出来る限り乱さないことが重要である． 
 
 
図 6.4 処理土の状態による影響 
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6.5 本章の結論 
 
SC による不溶化処理効果の第一は，OH- とのイオン交換反応を利用して難溶性の金属水酸化物
を形成させることである．第二は，長期的な作用として Ca2+と粘土鉱物を固化・団粒化し，土壌
環境条件（pH の変化）の変化や風化による作用を軽減するものである．SC 処理土は固化による
強度増加も望めるため，重金属で汚染された土でも埋立て材などとして有効に利用できることに
なる．本章で得られた知見を以下に示す． 
(1) SC 処理した Cu 汚染土（まさ土）の溶出量は，SC 添加率，養生日数，風化程度の要因に支配
される．SC の添加率が多いほど溶出量は低下する．養生日数の経過に伴い溶出量は低下する．
まさ土の風化程度が大きいほど，上述の第二の効果により溶出量は低下する． 
(2) 標準砂に Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn を 100mg/L ずつ混合した汚染土の SC による不溶化効果
を確認した．標準砂に SC を混合するだけでは，処理土の固化・団粒化による第二の効果は極
めて小さい．そのため，SC 処理土は，固化により金属溶出量が減少したわけではなく，SC
が重金属類を難溶性の水酸化物として試料内に固定化した第一の効果と考えられる． 
(3) 処理土は，乱されることで，上述の第二の効果が弱められ，溶出量が増加する．その傾向は，
まさ土の風化程度が大きいほど大きくなる．試料は砕かれることで比表面積が増大し，安定
化した水酸化化合物が外部の負荷を受けやすい状況になることも考えられる．処理後は出来
る限り乱さないことが重要である． 
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第 7 章 実際の汚染土の不溶化への適用 
 
7.1 概説 
ごみ焼却場から排出された焼却灰は多種類の有害な重金属を含んでいることが多く，埋立地の
土壌汚染が深刻化している 1)．焼却灰に限らず工場跡地，ごみの不法投棄などの様々な要因で有
害重金属による汚染が生じる可能性が高い．本章では，１）焼却灰汚染土，2）自然由来によるア
ンチモン汚染土，3）工場跡地の六価クロム汚染土に対して SC による不溶化処理を行った結果を
示す． 
 
7.2 焼却灰混合土への適用 
 
 実験に用いた焼却灰の蛍光Ｘ線による分析結果を図 7.1 に示す．Cd，Pb，Zn，Cu などの有害
重金属のピークが顕著である．これらの物質はいずれも過去において健康に重大な影響をもたら
した経緯がある 2)．焼却灰を埋立て処理する場合は，これらの有害重金属が周囲に溶出しないこ
とが重要である．そこで，この焼却灰を重量比 20wt.％になるように風化程度の異なるまさ土に混
合した後，SC で安定化処理した．風化程度が大きい土に SC=10wt.％で処理後に，水溶液をろ紙
点滴法で分析した結果を図 7.2 に示す．焼却灰中に見られた有害重金属のピークは見られない．
SC による不溶化の効果が複数の汚染物質に対して同時に効果を示すことが確認できた．図 7.2の
分析結果では Cr が検出されている．しかし，試験に用いたろ紙のブランク試験からも同様のピー
クが検出されており（図 7.3），処理後の Cr は，ろ紙に含まれる Cr が検出されたと推定される． 
図 7.1 SC 処理前の焼却灰に含有する重金属の定性分析 
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 焼却灰中の Cu に着目し，溶出試験を行った結果を図 7.4 に示す．養生日数，SC 添加率が多い
ほど Cu 溶出量を抑えている．風化程度が大きいまさ土では,固化・団粒化の効果が高いために不
溶化の効果が向上すると考えられる．次に，各種重金属の溶出試験結果を図 7.5 に示す．風化程
度の小さい試料，大きい試料ともに，Al を除いて有害重金属はほとんど溶出していない．風化程
度が大きいほど Al の溶出量が多く，まさ土の中に元々存在した Al 成分が溶出した可能性も考え
られる．しかし，有害重金属類の溶出量はいずれも表 6.1に示す環境基準値を下回っているので，
SC による不溶化処理が，実際に排出される焼却灰のリサイクル促進に役立つ可能性がある． 
不溶化のメカニズムについて，Cu に注目すれば，式(7.1)，(7.2)で示すことができる． 
  
CaC2+2H2O→Ca(OH)2+C2H2                （7.1） 
 
Cu2++Ca(OH)2→Cu(OH)2+Ca2+                （7.2） 
 
上式において，陽イオンの Cu2+が Ca2+2 (OH- )2とのイオン交換反応により水酸化銅 Cu(OH)2が
生成される． 
処理土中で安定化した水酸化化合物は，土質によっても異なるが，第二の効果である固化・団
粒化作用により不溶化効果を向上させる． 
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7.3 アンチモン（Sb）を含む堆積粘土への適用 
 
 アンチモン（Sb）の環境中への放出の主な原因は，多くの場合酸化アンチモンの製造時に精錬
所から放出されるスラグによるものである．Sb は土壌中のコロイドに強く吸着され，コロイド微
粒子と共に地下水中を移動する．水環境系へ放出されると，移動後に河口地域などの堆積層に沈
着する．また，環境条件によっては酸化・還元作用を受けることもある 4)． 
 Sb を含有する堆積粘土を採取し実験試料に用いた．Sb 汚染土の特性を表 7.1に示す。Sb の溶出
濃度は環境省の指針値を参考しに 0.02 mg/L とした． 
 
 
土粒子の密度 ρs g/cm3 2.645
強熱減量 wt.% 9.94
自然含水比 wｎ % 105.0
アンチモン含有量 mg/kg 10.4
アンチモン溶出量 mg/L 0.035
項　目 Sb汚染土
 
 
図 7.6に，SC による安定化処理した土について，上述の試料の含水比と一軸圧縮強度の関係を
示す．含水比を 55％以下まで低下させると，SC による固化反応が顕著になり一軸圧縮強度が増
加している．しかし，実際の状態で 55％以下まで含水比を低下させることは困難であるため，自
然状態では強度増加はほとんど望めない． 
自然含水比の状態での溶出試験結果を図 7.7 に示す．試料の突固めは困難であるので振動によ
り締固めを行っている．SC 添加による強度増加はない状態であるが，溶出量は目標値以下に低下
させられることを確認した． 
汚染土中の Sb は Sb2O3，Sb2O5の 3 価，5 価の状態で存在していると考えられ，溶解性が高いと
推測される 7）．すなわち，SC の主成分である Ca(OH)2 からとの相反作用により，Sb(OH)3 あるい
は Sb(OH)5の形となって比較的安定で溶解しにくくなったと考えられる． 
 
表 7.1 アンチモン Sb 汚染土の特性 
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図 7.6 一軸圧縮強度と含水比の関係 （Sb 汚染土） 
図7.7 Sb溶出量とSC添加率の関係 （Sb汚染土） 
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7.4 六価クロム（Cr6+ ）汚染土への適用 
 
 一般的な六価クロム（Cr6+ ）汚染土の処理方法では，一次処理として，汚染土の pH が酸性状
態で還元剤(硫酸第一鉄など)を混合した後，水酸化ナトリウムなどでアルカリ状態にして，Cr3+ の
水酸化物を生成する必要があり，酸性状態になると地下水への溶出や鉄による二次的な汚染のリ
スクも高い 5)．実験に用いた Cr6+汚染土の特性を表 7.2に示す．Cr6+溶出濃度は，土壌環境基準値
（0.05 mg/L）の 48 倍の 2.40 mg/L である．処理土の溶出試験結果を図 7.8に示す．溶出試験は環
境庁告示 46 号試験に準じている．処理後，1 日で，溶出量は処理前の 1/20 程度に低下するが，
土壌環境基準値（0.05mg/L）付近に低下した後は時間が経過しても溶出量に変化はみられなくな
った．養生日数が一週間程度で溶出量を土壌環境基準値以下に抑えることができた．しかし，SC
添加量が少ないケースでは，溶出量が低下した後，養生日数の経過に伴い溶出量が再び増加する
場合もみられる．Cr は，自然条件化で容易に 3 価から 6 価に変化する重金属であるために，Cr6+
汚染土の処理には十分な調査や管理体制が必要である． 
Cr6+ 汚染土
21.8
2.008
処理前 2.400
処理後20日 0.045
6.00
Cr6+ 溶出量
 ( mg/L )
項目
含水比  ( % )
SC 添加率（wt.%）
湿潤密度 ρt  ( g/cm3 )
表 7.2 六価クロム Cr6+汚染土の特性 
図 7.8 Cr6+溶出量と養生日数の関係 （Cr6+汚染土）
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7.5 本章の結論 
 １）焼却灰汚染土，2）自然由来によるアンチモン汚染土，3）工場跡地の六価クロム汚染土に
対して SC による不溶化処理を行った．本章で得られた知見を以下に示す． 
(1) まさ土に焼却灰 20wt.％を混合した汚染土の溶出試験を行った．SC を混合することで，Al 以
外の各種重金属の溶出量を抑えることができた．Cu に着目した溶出特性は，SC 添加率，養生
日数，風化程度の要因に支配される．SC の添加率が多いほど溶出量は低下する．養生日数の
経過に伴い溶出量は低下する．まさ土の風化程度が大きいほど，上述の第二の効果により溶
出量は低下する． 
(2) Sb，Cr6+に汚染された土壌に対して SC を混合した．Sb 汚染土は溶出量を 0.02 mg/L 以下に抑
えることを確認した．Cr6+に汚染された土においても溶出量を 0.05mg/L 以下に抑えることを
確認した． 
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第 8 章 不溶化特性の分析 
 
8.1 概説 
 
不溶化処理された汚染土は，環境水の pH が変化すると再溶出する可能性がある．一般に，多
くの重金属は酸性側で溶解度が高く，アルカリ側では水酸化物の沈殿を形成するために溶解度は
低い．しかし，Sb のような両性元素は高アルカリで錯イオン（たとえば[Sb(OH)4]− ）を形成して
溶解しやすい形をとる場合がある 1)．そのため，汚染土周辺の pH の条件が異なれば再溶出する点
に留意が必要となる．そこで，本章では，処理土に対して，pH 変動実験を行い，pH の違いによ
る溶出特性の変化を検討した．すなわち，SC による不溶化の第一の効果である，OH - とのイオ
ン交換反応を利用して難溶性の金属水酸化物の形成を解析するものである． 
 
8.2  pH の変化による処理土への影響 
 
 溶出特性の異なる金属を分析した結果を図 8.1，図 8.2 に示す．試料は，重金属の吸着能が
高いベントナイト中に予め Sb および Cu を 0.1wt.%吸着させた試料を用いて，環境庁告示 46 号試
験に従い pH 変動実験を実施した．pH 変動実験は，現場処理後の状態を想定して，第 6 章 2 で述
べたタンクリーチング試験の溶出試験方法を基本とし，溶出させる溶液の初期 pH を NaOH また
は HNO3を用いて pH2～pH12 の範囲に調整した．試験後の溶液の pH は，処理材(Ca(OH)2)の
影響により試験終了時には初期 pH2 であっても高アルカリ(pH11～12)となる． 
図 8.1 において Cu の溶出量は pH=2 付近では著しく溶出する。pH の値がアルカリ性側に移動
するに従い減少し pH>4 ではほとんど溶出しない．一方，図 8.2 の Sb では，pH=2 付近で溶出量
が高く pH が増加するとこの値は減少し中性付近で最も小さく値を示す．pH が増加しアルカリ性
に近づくと再び溶出量が増加する．このように，pH の変化に伴う溶出特性は個々の重金属により
大きく異なる． 
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図 8.1 Cu 溶出量と pH の関係 （ベントナイト） 図 8.2 Sｂ溶出量と pHの関係 （ベントナイト）
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SC 処理土は，含有する Ca(OH)2 により高アルカリ性（pH=8～12）の状態で不溶化反応が促進
される．そのため，Sb のような両性元素を含有する土壌では再溶出の可能性が予期される 2)． 
Cu の酸アルカリ負荷試験の結果を図 8.3示す．実験に用いた試料は，粘性土に Cu を 10g/L 混
合したものである．図 8.3（A）に示すように，SC 未処理の土で銅の溶出量は図 8.1 と同様の傾
向を示す．一方,SC 処理土（B）では，pH2 から 12 の広い範囲で Cu の溶出量を大幅に低減でき
た． 
 
図 8.3 Cu 溶出量と pH の関係 （粘性土）
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8.3 溶解度積理論による処理土の評価 
 
固体の状態における pH 変動を評価するには，SC の場合 OH- と重金属との置換反応，Ca2+と
粘土鉱物を固化・団粒化の作用を評価することが重要となる．SC による強度の増加は，SC 添加
率と土の含水比の影響を受けるため，(SC の添加率)/(土の含水比)（ここでは C/W と呼ぶ）によ
り SC 添加率に土の含水比パラメータとして加えた．図 8.3 の結果を,SC の添加率/土の含水比
（C/W）に対してプロットした結果を図 8.4 に示す．Cu 溶出量は，C/W=0，つまり SC=0%では
pH=2～12 においてほとんど溶出が見られるのに対して，C/W=0.2 以上では土壌環境基準値（0.125 
mg/g）を満たし安定している．すなわち，pH の変化に対しても SC 処理の効果が Cu の不溶化に
対応できる． 
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粘性土に Sb を 10g/L 混合した試料の溶出特性を調べた結果を図 8.5 に示す．未処理に場合は
pH=12 での Sb 溶出量が増大するが，SC を混合することで pH=2～12 において溶出量は低下し
ており，添加率が多いほど不溶化の効果は高い．試験終了時の最終 pH を表 8.1 示す．本実験は
初期 pH を変動させており，最終 pH は，Ca(OH)2の影響ですべてアルカリ域となった．その結
果，Sb の溶出には初期の pH 変動の影響が見られなかったものと思われる. 前述の C/W を横軸に
とり整理しなおした結果を図 8.6に示す．C/W=0.15 付近で最小となりそれ以上では，SC の不溶
化効果は不安定となる．このように，C/W と用いることで効果的な添加量を決定することもでき
る． 
 
 
 
 
図 8.4 Cu 溶出量と C/W の関係（粘性土）
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initial pH 2 initial pH 4 initial pH 6 initial pH 8 initial pH10
SC＝3wt.% 8.64 10.17 11.01 11.22 11.23
SC＝6wt.% 9.13 11.21 11.66 11.65 11.85
SC＝8wt.% 11.44 11.44 12.03 12.03 12.12
SC＝12wt.% 11.74 12.03 12.28 12.38 12.33
 
 
 
表 8.1 溶出試験後の pH とＳＣ添加量の関係 
図8.5 Cu溶出量と C/Wの関係（粘性土）
図8.6 Sb溶出量と C/Wの関係（粘性土）
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このような機構は，環境の変化や土壌中の pH の状態，風化程度によっても大きく影響するため
複雑となる．また，土壌中に含まれるフミン酸は金属イオンの蓄積量が多く，吸着される金属イ
オンの蓄積量はイオン価およびイオンの半径，溶液のイオン強度によっても異なるとされている
５),６)．そのため，処理材単体の不溶化効果を定量的に評価することは困難である．簡易的な評価
としては，溶解度積定数を用いることで説明できる． 
Cu に注目すれば，式(8.1)で示すことができる． 
 
CaC2+2H2O→Ca(OH)2+C2H2 
 
Cu2+Ca(OH)2→Cu(OH)2+Ca2+            (8.1) 
 
上式において，陽イオンの Cu2+が Ca2 + (OH- )2とのイオン交換反応により水酸化銅 Cu(OH)2
が生成される．このような機構は，以下の溶解度積理論から説明できる．Cu の場合には，式（8.1）
から 
 
Cu(OH)2 = Cu2+ + 2OH-                            (8.2) 
 
[Cu2+][OH-]2 = Ksp=1.6x10-19                        (8.3) 
 
Cu=10g/L に汚染した土の場合,Cu 溶出濃度に対する pH の限界値を式（8.3）から計算した．こ
の Cu(OH)2の溶解度積は，[Cu2+][OH-]2 = Ksp=1.6×10-19 (mg/L)であり極めて水に溶けにくいた
め溶出量を抑制する大きな要因と考えられる． 処理土中で安定化した水酸化化合物は，土質によ
っても異なるが，前述の第二の効果である固化・団粒化作用により不溶化効果を向上させる．こ
こで，Cu が全て溶解すると仮定すると，試料 10g に対して溶液 100mL では，下記のよう計算で
きる． 
   22 1  OHKCu sp                  (8.4) 
     


 
HCu
K
OH sp
14
2
10
               (8.5) 
   
spK
CuH

 
2
1410                  (8.6) 
  Lmol
mL
molg
gCu /016.0
100
/64
1.02             (8.7) 
    LmolH /102.3
106.1
016.010 619
14 

         (8.8) 
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この時の pH=－log (H+)=－log(3.2×10-6)=5.5 である．つまり，この値以下で Cu は全て溶出する
ことを意味する．そして，SC (2，4，6，8，10 wt.%)処理した際この pH に対応する実験値は，4×10-6
～2×10-5mol/L（計算値 0.016mol/L）である．つまり SC 処理により計算値よりも約 1/1,000～1/10,000
に減少させている． 
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8.4 本章の結論 
 
本章では，消石灰と同様の成分を有するカーバイド滓(SC)が重金属(Sb，Cu)汚染上の不溶化処
理材として有効であることを確認した．SC による不溶化処理効果は，Ca2+と重金属との置換反応
を利用して難溶性の金属水酸化物を生成させることである．また，Ca2+と粘土鉱物との強度増加
に伴う封じ込め効果により，土壌環境条件（pH 変化など）の変化や風化による作用を，軽減する
ものである．本章で得られた知見を以下に示す．  
(1) SC 処理土は C/W が 0.2 以下になると広い pH 領域で再溶出しやすい。両性元素（Sb など）
はアルカリ性で再溶出する可能性があるので留意が必要である． 
(2) C/W を用いて，OH- と重金属との沈殿反応，Ca2+と粘土鉱物との固化・団粒化の作用を評価
し，pH 変化に対する不溶化処理の可能性を示した． 
(3) 溶解度積理論より Cu 汚染土を SC 処理することで理論値に対して約 1/1,000～1/10,000 に減
少することが確認できた． 
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第９章 カーバイド滓による固化・不溶化処理工法 
9.1 概説 
 
本論文ではカーバイドCaC2からアセチレンガスC2H2を生成する過程で発生するカーバイド滓
（SC）の固化・不溶化処理材としての効果を検証してきた．3 章～5 章では，SC を混合すること
による地盤の強度・剛性の向上効果を明確にし，その有効性を示した．6 章～8 章では， SC を
有害重金属汚染土壌（Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn）の不溶化に対して使用した場合の有効性と不
溶化処理土の溶出特性を明らかにした． 
本章では，以上の結果をもとに土壌汚染対策工法としての SC の固化・不溶化処理工法として
不溶化処理効果、室内配合試験、添加量の設定について述べる． 
 
9.2 日本における土壌汚染と土壌環境基準 
 
わが国における土壌汚染は，市街地を中心としたメッキ工場やガソリンスタンド，クリーニン
グ店跡地の排水による土壌汚染と，鉱山跡地からの排水による重金属類汚染がある。前者は，汚
染源が局所的で汚染土壌の規模も比較的小規模な場合が多いが，ダイオキシンから有機化合物，
油類など多種多様な汚染事例が報告されている．後者は，自然由来による土壌汚染であり，国内
各所にある鉱山が汚染源となる．日本は国土面積が小さい割に，全国各地には古くからの鉱山跡
地が各所にあり，内在する自然由来汚染土壌は広大な規模となる．こうした自然由来による土壌
汚染は，一旦，汚染事例が把握されると地下水を通して広大な範囲で重金属類を含有する場合が
ある．そのため，前者・後者を含めて，都市・農村地域を問わず多くの汚染事例が報告されてい
るが，土壌汚染の一般的な対策工法では莫大なコストが必要であるため対策を実施しにくく，新
たな対策工法が求められている． 
2010 年度までに都道府県・政令市が把握した年度別の土壌汚染に関する調査事例数の推移を図
9.1 に示す 1)．2002 年に公布された土壌汚染対策法に起因して，汚染土壌対策事例が急激に増加
することとなる．これまでに報告されている土壌汚染事例を表 9.1 に示す 2)．鉱山廃水などを含
めると，土壌汚染の歴史は非常に古いと想像されるが，近年の経済発展に伴い，多種多様な汚染
源により複雑化していることがわかる．  
 土壌汚染対策法（以下対策法という）における特定有害物質には，土壌に含まれることに起因
して人の健康被害を生じる恐れがあるものとして，揮発性有機化合物 11 項目，重金属等 9 項目，
農薬等 5 項目の計 25 項目が指定されており，汚染土壌を直接摂取することによるリスク（直接摂
取によるリスク）および汚染土壌からのリスク（地下水等の摂取によるリスク）の観点から，そ
れぞれの指定区域の指定基準として土壌溶出量や土壌含有量基準が定められている．対策法で規
定する土壌環境基準値を表9.2に示す 3)．対策法では地下水の水質汚濁に係る基準（地下水基準），
地下水等の摂取によるリスクに対しての処置を講ずる際の汚染度合いを示す基準である第二溶出
量基準が定められている．固化・不溶化処理のような汚染土の地下水による拡散防止を目的とす
る対策工法においては第二溶出基準を目標値とするのが妥当であると考える． 
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図9.1 年度別の土壌汚染に関する調査事例数の推移 1)
表9.1 日本における土壌汚染事例 2)
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表9.2 特定有害物質および環境基準値 3)
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9.3 SC による土壌汚染の適用範囲 
 
土壌汚染を引き起こす物質は，表 9.3 に示すように，環境基本法や土壌汚染対策法で基準項目
に定められている揮発性有機化合物，重金属等，農薬等，ダイオキシン類対策処置法で対象とさ
れているダイオキシン類，油汚染対策ガイドライン 5)の対象とされている鉱油類を始め，無機態
富栄養塩類，病原性微生物，放射性物質等，様々である． 
SC による不溶化処理の対象となる物質を表 9.4に示す．対象物質を難溶性の水酸化物として沈
殿処理が可能と推測できる重金属類であり，土壌汚染対策法で規制対象とされる重金属類に加え
て，その他重金属類（Al，Cu，Zn），および重金属類を含有する焼却灰とした． 
SCによる不溶化処理の適応可能な土質は消石灰と同じであり，消石灰を含む石灰系の処理材は，
粘性土に対して有効で，粘土分を多く含む土壌に適している．SC による固化・不溶化の効果が望
める土質を本論文の実験結果をもとに整理した結果を表 9.5 に示す．対象土は，固化処理が望め
るケース，不溶化処理が望めるケース，固化と不溶化が望めるケースの 3 つに分類した．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表9.3  地盤汚染を引き起こす物質 4)
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区分 物　　質
重金属類 カドミウム，六価クロム，シアン，水銀，セレン，鉛，砒素，ふっ素，ほう素等
その他重金属類 アルミニウム，銅，亜鉛，重金属を含む焼却灰
 
 
 
対象土壌 固化処理 不溶化処理 固化・不溶化処理
標準砂 不可 可能 不可 
砂質土（マサ土） 可能 （風化程度が大きいほど効果が高い） 
粘性土 
可能 （高含水比の場合は効果が低い， 
      粘土鉱物が多く含む土ほど効果が高い） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表9.4  SCで固化・不溶化処理可能な物質
表9.5  SCで固化・不溶化処理が適応可能な土質
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9.4 SC による重金属汚染土の固化・不溶化メカニズム 
 
重金属汚染土に対する石灰系材料の適用事例はほとんどないが，消石灰を用いた金属類の処理
は主に工業排水の沈降処理に用いられており，石灰系の処理材が重金属類の処理に有効であるこ
とは推測されている 7)．    
SC による不溶化処理効果の第一は，Ca2+と重金属との置換反応を利用して難溶性の金属水酸化
物を生成させることである。また，第二の効果として Ca2+と粘土鉱物との強度増加に伴う封じ込
め効果により，土壌環境条件（pH 変化など）の変化や風化による作用を軽減するものである． 
 
1)  難溶性の水酸化物の生成 
 一般的に地盤内の 5μm 以下の微細な粘土粒子は負に帯電している．これらに重金属類を含む
Cu2+，Na+，K+などの陽イオンが吸着した状態にある．金属イオンはアルカリ雰囲気中で水酸化
化合物として沈殿物として生成される．カーバイド滓の主成分は Ca(OH)2であるため土壌内の重
金属類を水酸化物として沈殿処理することができる．不溶化のメカニズムについて，Cu に注目す
れば，式(1)で示すことができる． 
 
Cu2+＋Ca(OH)2→Cu(OH)2+Ca2+              (9.1) 
 
上式において，水溶液中の Cu2+が Ca(OH- )2中の Ca2+と置換して Cu(OH)2が生成される．こ
のような化学作用により，OH- と重金属イオンとの沈殿反応を利用して難溶性の水酸化物塩を形
成することによるものと考えられる．Cu(OH)2 の溶解度積は，[Cu2+][OH-]2 = Ksp=1.6×10-19 
[mol/L]3 であり，極めて水に溶けにくいため溶出量を抑制する大きな要因と考えられる。溶解度
積の値が小さいものほど沈殿しやすく，溶けにくいことを示している．  
 
2)  ポゾラン反応に基づく固化による封じ込め 
SC の主成分は水酸化カルシウム Ca(OH)2 であり，土との反応が土の工学的性質の改善に大きく
働く．また，乾燥した消石灰は強い吸水性を持っており，土中の間隙水を大量に吸水・保持する．
Ca(OH)2 は土中で次式のように解離し，カルシウムイオン Ca2+と水酸化物イオン OH-が生成され
る． 
 
Ca(OH)2→ Ca2+ + 2OH-                （9．2） 
 
石灰による安定処理の機構については古くから研究されており，有泉昌は，既存の文献を参考
にして下記のように概説した 8)．石灰の反応の主要な役割として，土壌中の粘土鉱物に起因する
ことを概説している．粒子の細かい土，特にコロイドの表面はマイナスに荷電しているため，個々
の土粒子は互いに反発して浮遊している．Ca2+が加わると土粒子間に挟まれて引き合う状態となる．
この現象を粘土粒子の凝集・団粒化と称する．その後，Ca2+は粘土表面に吸着されて粘土内の K+，
Na+などのイオン化しやすい元素とイオン交換反応を行う．この反応を利用する例として，畑の耕
耘性の改善や地すべり防止対策工がある．土粒子内に Ca(OH)2 が混合された時点で吸着，イオン
交換の反応は短時間で終了し，ポゾラン反応へ移行する．粘土を構成している二酸化ケイ素(SiO2)，
 - 73 - 
酸化アルミニウムが（Al2O3）は Ca(OH)2 の混合により高アルカリ域で溶解し，それらが Ca2+と反
応してケイ酸カルシウム水和物，アルミン酸カルシウム水和物，ケイ酸カルシウムアルミネート
水和物を生成する．この反応をポゾラン反応と呼び，長期的な強度増加につながる．松尾新一郎
らは，石灰における長期安定性についても評価しており，2 年以上の長期に亘って強度増加が継
続することを示している 9)． 
 
3) SC 処理土の特徴と再溶出防止のための留意点 
不溶化処理された汚染土は，汚染土周辺の pH が大きく変化すれば再溶出する点に注意が必要
となる．SC による不溶化は，上述の 1)，2)の作用が複合的に作用することに加え，長期的な強度
増加，炭化による空隙の充填など剛性や透水係数の低下等の物理・化学的な作用により安定的な
固化・不溶化効果が高くなる．本研究で得られたセメント，消石灰と SC 処理土における強度・
剛性面での比較表を表 9.6に示す．SC 処理土の固化・不溶化効果を最大限に発揮するために注意
するべき事項を以下に示す． 
１． 処理後の土は十分な締固めを行った後は，掘削等により乱さない． 
２． 処理土の外的要因を最大限与えないように被覆土等の処理を行う． 
３． 処理後の周辺環境の変化に影響（掘削，酸性化，地下水の移動）がないように配慮する． 
 
 
項目 セメント 消石灰 カーバイド滓　（ＳＣ）
品質・混合性
（一軸ばらつき）
・砂質土　固化が進むとばらつきがおおきくなる
・粘性土　添加率が多いとばらつきがおおきくなる
　　　　　　養生日数によるばらつきは小さい。
・砂質土　ばらつき小さい
・粘性土　養生日数が経過するとばらつきが生じる
・砂質土　ばらつき小さい
・粘性土　養生日数が経過するとばらつきが生じる
一軸圧縮強度
添加率増加で強度上昇(砂質土，粘性土）
養生日数経過で強度上昇(砂質土，粘性土）
効果は砂質土の方が高い
添加率増加で強度上昇(砂質土，粘性土）
養生日数経過で強度上昇(砂質土，粘性土）
効果は砂質土の方が高い
添加率増加で強度上昇(砂質土，粘性土）
養生日数経過で強度上昇(砂質土，粘性土）
消石灰より1割～3割ほど強度面で劣る
効果は砂質土の方が高い
剛性 添加率が上昇するとはかいひずみが大幅に小さくなり早期に高い強度が得られる
養生日数の増加するとはかいひずみが小さくなり剛
性が高くなる
改良直後の剛性は低い
養生日数の増加するとはかいひずみが小さくなり剛性
が高くなる
改良直後の剛性は低い
せん断強度 土が固結するためcが上昇しφが減少する -
固化がセメントに比べて低い
団粒化による締固め性能の向上による
ｃ　φ共に増加する
材料の比較 早期強度が高い　砂質土，粘性土　での強度が高い
養生日数の経過と共にセメントと同等の強度が得ら
れる
養生日数の経過と共にセメントと同等の強度が得られ
る
透水性 添加率が増加すると透水係数が高くなる固結によるひびわれが原因 -
添加率が増加すると透水係数が高くなる
吸水による乾燥が原因
経済性
消石灰，ＳＣより安価に施工が可能
（材料費，使用材料共に消石灰，カーバイド滓より
少ない）
ＳＣと同程度の施工費
（材料費はＳＣに比べて3割ほど効果であるが，強度
面でＳＣより1割～3割程高い傾向にある）
消石灰と同程度の施工費
（材料比は消石灰より安価ではあるが強度面で1割～3
割程度低くなる傾向にある。）
備考 砂質土において初期の段階から非常に高い強度が得られる -
消石灰と同様の傾向を示すが，強度増加は消石灰より
やや低い
生成過程上の不純物が原因
 
 
 
 
 
 
表9.6  SC処理土の特徴
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9.5  固化・不溶化処理における配合設計 
 
SC による建設発生土の固化・不溶化の設計手法は，対象となる土壌に対して不溶化処理材を添
加して均一に混合することで，対象物質の溶出量を目標とする基準値以下に抑制することと，目
標強度を満足することである．固化処理の設計フローを図 9.2 示し，固化・不溶化の設計フロー
を図 9.3 に示す．  
設計で得られた要求性能に対して固化・不溶化処理が必要と判断された場合には，配合試験を
実施し要求性能を満足する処理材添加量が決定される．室内配合試験の方法は汚染種類や利用方
法によって現場位置での状態を再現する方がより実際に近い溶出量を再現できる．本節では固
化・不溶化処理における配合試験フロー（案）を図 9.7 に示し説明している． 
 
 
（１） 初期条件の整理と地盤調査 
（２）利用用途の決定と目標強度の設定 
発生土再利用基準 
を満足するか？12） 
Ｙｅｓ 
（４）対策工法の選定 
（５）配合試験と処理材添加量の決定 
終 
Ｎｏ 
図9.2  固化処理の設計フロー
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（２） 初期条件の整理と地盤調査 
（２）利用用途の決定と目標強度の設定 
発生土再利用基準 
を満足するか？12） 
（３）汚染物質の特性の確認と目標基準値の設定 
土壌汚染対策法の環境基準値 
を満足するか？3） 
（４）対策工法の選定 
（５）配合試験と処理材添加量の決定 
（６）モニタリングと事後調査の実施 
Ｎｏ 
Ｎｏ 
Ｙｅｓ 
Ｙｅｓ 
土壌汚染対策法の環境基準値 
を満足するか？3） 
終 
Ｙｅｓ Ｎｏ 
図9.3  固化・不溶化の設計フロー
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（１）初期条件の整理と地盤調査 
建設発生土の再利用するにあたって必要な条件を整理し，それぞれについて適切に調査して設
定する。実施に関しては以下の項目に留意する． 
① 発生土側の諸条件 
・発生土の土質別の数量および発生時期 
・発生後の一時仮置きの可能性 
② 発生土の土質区分 
発生土の土質区分の判定に必要な判定指標を以下に示す． 
・コーン指数 
・土質材料の工学的分類 
・自然含水比 
・土の粒土 
・液性限界、塑性限界 
・環境汚染物質の含有量と溶出量 
③ 発生土利用先の条件 
・利用用途と利用時期 
・要求される土質区分別の数量および必要時期 
 
（２）改良土の利用用途の決定と目標強度の設定 
建設発生土を安定処理する場合，1）発生側で改良，2）利用側で改良，3）プラントやストック
ヤードで改良，などの方法がある．一般に土質安定処理工法は，改良後速やかに締固め作業を行
うことが理想である．建設発生土を安定処理して再利用するためには，図 9.4 に示すように利用
場所や目的に応じて改良土の移動が行われる．利用段階での改良土の性能は，表 9.7 に示すよう
にコーン指数 qcにより区分され，利用用途に合わせて設定する．コーン指数は，先端角 30°のコ
ーンを 1cm/s で地盤に貫入させた時の貫入抵抗力である．コーン指数は利用場所で容易に測定で
きるが，改良土の強度・剛性そのものを評価することは困難である．コーン指数 qc と一軸圧縮強
度 quの間には一般的に次式が成立することが知られている 13)． 
 
               qc ≒ 5qu ＝ 10cu               （9.3） 
 
ここで，cuは土の非排水条件での粘着力(kN/m2)である。室内試験における処理強度の設定は一
軸圧縮強度を用いる． 
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（発生側）・仮置
・土質改良
（ストックヤード側）
・仮置
(土質改良プラント)
・土質改良
（利用側）・仮置
・土質改良
 
 
 
 
200未満汚泥建設汚泥
200以上第4種改良土
400以上第3種改良土
800以上第2種改良土
-第1種改良土
建設発生土
発生土
コーン指数
qc kN/㎡
区分
 
 
（３）汚染物質の特性の確認と目標基準値の設定 
土壌汚染の調査は，図 9.5 に示すような手順で，資料等調査によって調査対象地における汚染
源の位置や深さ，汚染源における汚染物質の存在状況，地盤中の汚染物質の移動拡散経路に関す
る情報を把握するために必要であり，詳細な調査の方法や進め方は「土壌汚染対策法に基づく調
査及び措置に関するガイドライン 改訂版」3)に記されている． 
 
 
 
図9.4 改良土の利用方法
表9.7 改良土の利用区分と目標強度
図9.5  重金属類地盤中での挙動と土壌汚染調査の流れ 4) 
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目標基準値は利用用途に応じて適宜設定する．重金属類の環境基準値を表 9.8 に示す．対象物
質を難溶性の水酸化物として沈殿処理が可能と推測できる重金属類であり，土壌汚染対策法で規
制対象とされる重金属類に加えてその他重金属類（Al，Cu，Zn），および重金属類を含有する焼
却灰である(表 9.4)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
SC の混合によって沈殿処理された難溶性の水酸化物塩を生成される．生成された水酸化塩の溶
解の度合いは，溶解度積を用いることである程度推測することができる．溶解度積の値が小さい
ものほど沈殿しやすく，溶けにくいことを示している．表 9.9 に各種金属類の水酸化物の溶解度
積の値を示す． 
 不溶化する汚染物質によって適宜把握しておくのが望ましい．簡易的な評価としては，pH の
変化に伴う再溶出する汚染物質の量は，溶解度積定数を用いることで下記のように説明できる．
ここで，Cu を例にとり全て溶解すると仮定すると，試料 10g に対して溶液 100mL では，下記の
よう計算できる． 
   22 1  OHKCu sp                  (9.4) 
     


 
HCu
K
OH sp
14
2
10
               (9.5) 
   
spK
CuH

 
2
1410                  (9.6) 
  Lmol
mL
molg
gCu /016.0
100
/64
1.02             (9.7) 
表9.8 重金属類の環境基準値 
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    LmolH /102.3
106.1
016.010 619
14 

         (9.8) 
 
この時の pH=－log (H+)=－log(3.2×10-6)=5.5 である．つまり，この値以下で Cu は全て溶出するこ
とを意味する． 
 
  
 
 
（４）対策工法の選定 
土壌汚染対策は，汚染物質を汚染源から直接除去する方法と汚染物質の移動拡散を防止する封
じ込め工法に大別される．土壌汚染対策工法の概要を図 9.5に示す．SC は封じ込め工法の固化・
不溶化工法の両方の効果が同時に期待できる工法である．ただし，原位置による封じ込めは有害
物質を直接除去する工法ではないため，地下水への汚染拡散の有無や周辺環境を十分考慮して計
画，実施する必要がある．対策工法を実施する場合は、土壌汚染対策法のガイドライン等に詳し
く解説されている 3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表9.9  各種重金属の水酸化物の溶解度積 6)
対策工法 
封じ込め 浄 化 
固 化 不溶化 溶融・熱処 土壌洗浄 
掘削除去 
SC による処理 
図9.6  土壌汚染対策工法の概要
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（５）配合試験と処理材添加量の決定 
 配合試験は所定の強度，不溶化の程度を満足するために最適な処理材添加量を決定するために
行う．室内配合試験の方法は汚染種類や利用方法によって現場位置での状態を再現する方がより
実際に近い溶出量を再現で出来る．したがって，対象土壌の性状に応じた配合設計を行うのが望
ましい。固化・不溶化処理における配合試験フロー（案）を図 9.7 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ・含水比試験 
  ・溶出量試験 
  ・含有量試験 
  ・pH の測定 
  ・一軸圧縮試験 
土質試験 
・一軸圧縮試験 
2）溶出試験 
・タンクリーチング試験 
・pH の測定  
3）結果の整理 
・設計添加量の決定 
図9.7 固化・不溶化処理における配合試験フロー(案)
試料採取 
1）配合試験 
ストックヤード
の利用があるか 
Ｎｏ 
供試体を砕いた
のち再度作製 
Ｙｅｓ 
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1） 配合試験 
a) 混合と締固め 
土試料は粒径 2000μm 以下にふるい分けしに調整した後，処理材を所定の量で加える（図
9.8）．手練りで 10 分間均質に混合したものを処理土とした．次式で表される乾燥添加率を
用いて固化材の添加率を表す． 
 
100100
1 1



 

tom
wma
p
   
 
100
100
1 1
p
w
mma to 


 

                           （9.4） 
 
 
 
 
 
 
 
ここで，p は乾燥添加率(%)，ma は安定材の使用量(ｇ)，mto は土試料の湿潤重量(g/cm3)，
w1は土試料の試験前含水比(%)である．  
作製した処理土は締固め試験（JIS-A1210 法）に基づいて直径 5cm，高さ 10cm のモール
ド内で 2.5kg のランマーを 20cm の高さから自由落下させて 3 層 15 回で締固める．作製し
た供試体は養生期間中に水分の蒸発・収縮ないようにポリエチレンフィルムで被覆する．
この供試体を湿度 80％，温度 20℃±3℃で所定の日数まで養生する．供試体は，3添加率，
3本作製の合計 9本を 1セットとする． 
 
b) 一軸圧縮試験 
一軸圧縮試験は，1%/分の軸ひずみ速度で供試体を軸方向に圧縮し，供試体の縦変位と載
荷重を計測する．一軸圧縮強度 quとして，図 9.9 に示すピーク時の応力を用い，その時の
軸ひずみを破壊時ひずみεとする．剛性は，一軸圧縮試験の応力-ひずみ関係から次式で変
形係数 E50を求めて評価する． 
図9.8 設計添加量の決定 6)
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50
50
2

uq
E         （9.5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）溶出試験 
溶出試験は，不溶化された処理土が実際どのような利用方法をとられるかによって適宜選択す
るのが望ましい．現在，日本における廃棄物やコンクリート，処理土の溶出量を評価する試験方
法として，規定・提案されている溶出試験方法を表 9.10 に示す．本論文では，建設省技調発第
49 号「セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価クロム溶出試験実施要領（案）」
によるタンクリーチング試験を採用した．封じ込め作用を考慮した重金属の溶出の検討において，
試料を粉砕せずに長期わたって行うタンクリーチング試験は有用と考えられている 14)． 
 
 
№ 試　験　方　法 供試体の状態 検液の作製方法
「土壌の汚染に係る環境基準について」
環境庁告示第46号（平成3年8月23日）
「土壌溶出量調査に係る測定方法を定める件」
環境省告示第18号（平成15年3月6日）
「重金属等不溶化処理土壌のpHの変化に対する安定性の相対的評価方法」
土壌環境センター　GEPC TS-02-S1(平成20年3月7日）
「産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法」
環境庁告示第13号（昭和48年2月17日）
「セメント及びセメント系固化材を使用した改良体の六価クロム溶出試験方法」
セメント協会JCAS L-02:2004(平成16年9月30日）
「スラグ類の化学物質試験方法ー第1部：溶出量試験方法」
JIS K 0058-2005(平成17年3月20日）
「硬化したコンクリートからの微量成分溶出量試験方法（案）」
土木学会JSCE-G575-2005(平成15年5月30日）
「セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価クロム溶出試験実施要領（案）」
国官技第16号・国営建第1号（平成13年4月20日）
7
8
1
2
3
4
5
6
固体
固体
振とう試験
振とう試験
振とう試験
振とう試験
振とう試験
振とう試験
タンクリーチング試験
タンクリーチング試験
粉砕
粉砕
粉砕
粉砕
粉砕
粉砕
 
 
 
 
 
 
図 9.9 応力-ひずみ関係 
破壊時ひずみ ひずみ
応
力
qu / 2
qu
E50 
表 9.10 溶出試験方法一覧表 
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3）結果の整理と添加量の決定 
不溶化処理された汚染土は，環境水の pH が変化すると重金属が再溶出する可能性がある。一
般に，多くの重金属は酸性側で溶解度が高く，アルカリ側では水酸化物の沈殿を形成するために
溶解度は低い．Sb や Pb のような両性元素は高アルカリ溶液で錯イオン（[Sb(OH)4]− ）を形成し
て溶解しやすい形をとる場合がある 10)，11)。そのため，汚染土周辺の pH が大きく変化すれば再溶
出する点に注意が必要となる．測定された溶出量は図 9.11 で示すように安全率を考慮して設定す
るのが望ましい． 
しかし，SC による不溶化は，長期的な強度増加，炭化による空隙の充填など剛性や透水係数の
低下等の物理・化学的な作用により安定的な固化・不溶化効果が高くなる．カーバイド滓処理土
の固化・不溶化効果を最大限に発揮するために留意する事項を以下に示す． 
１． 処理後の土は十分な締固めを行った後は，掘削等により乱さない． 
２． 処理土の外的要因を最大限与えないように覆土等の処理を行う． 
３． 処理後の周辺環境の変化に影響（掘削，酸性化，地下水の移動）がないように配慮する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 9.11 添加量の判定 
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（６）処理後の地盤モニタリング 6） 
 処理後の地盤モニタリングには，不溶化処理中と不溶化処理後の 2 つがある．処理後の土壌汚
染対策に関するモニタリングは，実施した措置が有効に作用しているかを確認するために，周辺
地下水を調査することが目的である．モニタリングの実施にあたっては，土壌汚染対策法の対象
範囲である場合，法に従って行う必要がある．土壌汚染対策法では，対策地域の下流側周辺に観
測井を設け，1 年目は年 4 回，2～10 年目は年１回，以降は 2 年間に 1 回以上の割合で定期的に
地下水の調査を実施することを規定している．なお，観測井において汚染の有無以外に，ｐＨ，
酸化還元電位および電気伝導率を測定し，これらの値に変化がないかを確認することも有効とさ
れている． 
本論文では周辺地盤の pH の変化による処理土の長期的な評価についてｐＨ変動実験を行なっ
た．固体の状態における pH 変動を評価するには，SC の場合 OH- と重金属との置換反応，Ca2+
と粘土鉱物を固化・団粒化の作用を評価することが重要となる．SC による強度の増加は，SC 添
加率と土の含水比の影響を受けるため，(SC の添加率)/(土の含水比)（ここでは C/W と呼ぶ）に
より SC 添加率に土の含水比をパラメータとして加えた．C/W を提案して C/W を 0.2 程度に設定
することで最適な添加量を設定できる可能性を示した．  
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9.6 本章の結論 
本章では，建設発生土の再利用および土壌汚染対策工法としての SC の固化・不溶化処理工法
の位置付けを明確にし，第 2 章から第 8 章で得られた固化処理効果，不溶化処理効果，室内配合
試験，添加量について整理することで，SC による固化・不溶化処理工法の設計指針を示すことが
できた．  
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第 10 章 結論 
 
本論文ではカーバイド CaC2 からアセチレンガス C2H2 を生成する過程で発生するカーバイド滓
（Spent Carbide；本論文では SC と略称する）を固化材として用いる土質安定処理工法の確立を目
的とし，1）SC を混合することによる地盤の強度・剛性の向上効果を明確にし，その有効性を示
した．2) SC を有害重金属汚染土壌（Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn）に対して使用した場合の有効性
と不溶化処理土の溶出特性を明らかにした．第 2 章では，土質安定処理における SC の位置づけ
と特徴を明確にした．第 3 章と第 4 章では土質や固化材の違いによる改良土の力学特性について
考察し，改良土の強度・剛性面の特徴を明らかにした．さらに，第 5 章では SC 改良土の特徴を
生かした改良土の利用方法を提案した．第 6 章では，ＳＣを有害重金属汚染土壌（Pb，Al，Cd，
Cu，Cr，Zn）に対して使用した場合の有効性と不溶化処理土の溶出特性を明らかにした．第 7 章
では，実際の汚染土の不溶化への適応し，焼却灰，アンチモン，六価クロムなどの実際に汚染さ
れた土におけるＳＣの不溶化効果を検証した．これらの結果を踏まえ，第 8 章では，pH 変動試験
を行い，pH の違いによる溶出特性の変化を検討した．SC による不溶化の第一の効果である，OH 
- とのイオン交換反応を利用して難溶性の金属水酸化物の形成であること示した．さらに，pH の
変化に伴う溶出のメカニズムは，溶解度積理論に立脚して裏付けた．第 9 章では，以上の結果を
もとに土壌汚染対策工法としての SC の固化・不溶化処理工法として不溶化処理効果、室内配合
試験、添加量の設定について整理し，SC による固化・不溶化処理工法の設計指針を示した． 
各章で得られた結果を以下に示す． 
 
第 2 章では，カーバイド滓(SC)の安定処理材としての位置づけと特徴を示した．SC はカーバイ
ドからアセチレンを精製した後の残り滓であり，主成分は水酸化カルシウムである．SC の主成分
は消石灰と同じであり，流通価格は消石灰より約 30％程度安価である．SC を消石灰の代用品と
して使用することで安価に土質安定処理を行うことができる． 
 
第 3 章では，土質や固化材の違いによる改良土の力学特性について考察した．セメント，消石
灰，SC を用いた配合試験により，これらの固化材による強度・剛性の向上特性を明らかにした．
a）土質安定処理工法は，土質や固化材により品質（一軸圧縮強度）にばらつきが生じる．粘性土
は，砂質土に比べて混合しにくいためばらつきが大きくなるが，固化材の違いによる一軸圧縮強
度のばらつき具合の差は小さい．セメント改良土（砂質土）は，強度が高くなりすぎるとばらつ
きも大きくなる．b）セメント改良土は，添加率に比例して早期に高い剛性が得られる．セメント
改良土は水和反応で固結するため，セメント添加率が増えると固結度合に対応する粘着力 c が向
上し，摩擦抵抗に対応するせん断抵抗角φは低下する．c）消石灰，SC 改良土は，初期の剛性は
小さいが，養生日数と添加率に比例して剛性が大きくなる．SC 改良土は，セメント改良土に比べ
て固結の程度が弱いために，SC 添加率が増えると c・φともに増加する．SC 改良土の強度・剛性
の向上は，材料の吸水作用により改良土の締固めが容易になることが要因といえる．SC 改良土は
消石灰改良土と同様の傾向を示すが，SC 改良土の強度は消石灰改良土より低い．純粋な消石灰に
比べて，SC の生成過程で不純物が混じることが強度をやや低下させたと考えられる．d）砂質土
においてセメント改良土は初期の段階から非常に高い強度が得られる。消石灰・SC 改良土は養生
日数の経過とともにセメント改良土と同等の強度が得られる．e) セメント改良土は固結により微
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細なひび割れが発生するため，セメント添加率が高くなると，透水係数がばらつく。SC 改良土は
SC 添加率が高くなると透水係数が高くなる．SC 改良土は SC 混合による吸水効果により改良土中
の水分が少なくなり，ばさついた状態になり，改良土中の間隙が多くなったことで透水性が大き
くなる．セメント系・消石灰系改良土ともに，固化材添加率が大きくなると透水性が大きくなる
ことに注意する必要がある． 
 
第 4 章では，ＳＣ改良土が強度・剛性に影響を及ぼす要因について考察した。SSC 安定処理効
果は a）養生温度，b）発生土の含水比，c）土質の成分に影響を受ける。a）SC 改良土は，養生温
度 5℃以上の環境であれば強度・剛性の向上効果が得られる。5℃の場合は初期の強度・剛性は低
く，養生温度が高いほど強度・剛性の向上効果が高くなる。養生日数が長くなると強度・剛性と
もに向上する。b）建設発生土の含水比が極端に高いと SC の改良効果が小さくなる。c）SC 改良
土は同質の土でも，風化度の違いにより安定処理効果が異なる。SC はシリカ・アルミナなどの粘
土鉱物が多い土壌で改良効果が高くなる。d）SC 改良土からの Ca 分の溶出量は pH が 4 以下で増
加する。 
 
第 5 章では，ストックヤードを経由することで発生土の利用用途を拡大できことを示した．SC
改良土の強度は掘削運搬作業で大幅に低下するが，利用場所で再養生を行うことで強度が増加す
る．SC 改良土はセメント改良土に比べて長期に渡って改良効果が継続するので，ストックヤード
を経由した場合でも所定の品質を確保して発生土を再利用できる． 
 
第 6 章では，ＳＣを有害重金属汚染土壌（Pb，Al，Cd，Cu，Cr，Zn）に対して使用した場合の
重金属の不溶化特性を検証した．ＳＣよる不溶化処理の効果として第一には OH- とのイオン交換
反応を利用して難溶性の水酸化物塩を形成させることである．第二には，長期的な相互作用の結
果として Ca2+と粘土鉱物とが固化・団粒化を起こし，土壌環境条件（pH の変化）の変化や風化に
よる影響を軽減する効果と考えられる． 
 
第 7 章では，１）焼却灰汚染土，2）自然由来によるアンチモン汚染土，3）工場跡地の六価クロ
ム汚染土に対して SC による不溶化処理を行った．a) まさ土に焼却灰 20wt.％を混合した汚染土の
溶出試験を行った．SC を混合することで，Al 以外の各種重金属の溶出量を抑えることができた．
Cu に着目した溶出特性は，SC 添加率，養生日数，風化程度の要因に支配される．SC の添加率が
多いほど溶出量は低下する．養生日数の経過に伴い溶出量は低下する．まさ土の風化程度が大き
いほど，上述の第二の効果により溶出量は低下する．b) Sb，Cr6+に汚染された土壌に対して SC を
混合した．Sb 汚染土は溶出量を 0.02 mg/L 以下に抑えることを確認した．Cr6+に汚染された土にお
いても溶出量を 0.05mg/L 以下に抑えることを確認した． 
 
第 8 章では，ＳＣ改良土の不溶化特性を溶解度理論に基づいて検証した．一般に，多くの重金
属は酸性側で溶解度が高く，アルカリ側では水酸化物の沈殿を形成するために溶解度は低い．し
かし，Sb のような両性元素は高アルカリで錯イオン（たとえば[Sb(OH)4]− ）を形成して溶解しや
すい形をとる場合がある．そのため，汚染土周辺の pH の条件が異なれば再溶出する点に留意が
必要となる．そこで，処理土に対して，pH 変動試験を行い，pH の違いによる溶出特性の変化を
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検討した． SC による不溶化の第一の効果である，OH - とのイオン交換反応を利用して難溶性の
金属水酸化物の形成を解析するものである．pH の変化に伴う溶出のメカニズムは，溶解度積理論
に立脚して裏付けた．C 処理土は C/W が 0.2 以下になると広い pH 領域で再溶出しやすい．両性
元素（Sb など）はアルカリ性で再溶出する可能性があるので留意が必要である．上述の第一の効
果について，溶解度積理論よりCu汚染土をSC処理することで理論値に対して約 1/1,000～1/10,000
に減少することが確認できた． 
 
第 9 章では，建設発生土の再利用および土壌汚染対策工法としての SC の固化・不溶化処理工
法の位置付けを明確にし，第 2 章から第 8 章で得られた固化処理効果，不溶化処理効果，室内配
合試験，添加量について整理することで，SC による固化・不溶化処理工法の設計指針を示した． 
 
以上の結果，建設発生土を再利用する方法の一つとして，SC を処理材として安定処理を行う方
法が有効であることを示した． 
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